


 
 

序  文 

 

 

国際協力機構はトルコ国の要請に基づき、同国の海事教育向上にかかる技術協力プロジェ

クトを平成 12 年 4 月から 5年間にわたり実施してきました。当機構は、本技術協力の成果や

協力の評価を行うとともに、今後の本事業及び本分野の自立発展性を確保するための対応を

検討することを目的として、平成 16 年 10 月 26 日～11 月 6 日まで、国際協力機構社会開発

部調査役 不破雅実を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣しました。 

 

本報告書は、同調査団による現地調査結果、並びにトルコ国側政府関係者との協議結果を

まとめたものです。 

 

この報告書が、今後の海事分野における協力の更なる発展のための指針となるとともに、

本技術協力により達成された成果が、トルコ国の海事教育向上に寄与することを記念いたし

ます。 

 

本調査に実施に際し、ご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を

表します。 

 

平成 17 年 3 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

理事 松岡 和久 
 



評価調査結果要約表 

案件概要 国名：トルコ共和国 案件名：海事教育向上計画 

 分野：運輸交通 海事教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

 所管部署：社会開発部 第３グループ（運輸交通） 運輸交通第２チーム 

 協力期間：(R/D):2000.4.1〜2005.3.31 我が方協力機関：国土交通省、 

神戸大学海事科学部 

 協力の背景と概要 

地中海、黒海等に面するトルコ国では、海運は重要な産業であり、保有する船舶量

も年々増大している。一方、黒海と地中海を結ぶチャナッカレ海峡（旧名ボスポラス海

峡）は幅が非常に狭く、世界有数の船舶交通の難所とされており、交通量の増加、船舶

の大型化に伴い船舶事故も増加している。こうした中、1995 年に「船員の訓練、資格

証明、及び当直の基準に関する国際条約」（STCW 条約）が改正されたことにより、2002

年までに同条約の定める訓練要件を満たす必要があり、船舶設備・技術の近代化、安

全性の確保等に対応できる海事教育の整備が、同条約批准国に対して求められてい

る。 

このような背景のもと、トルコ国はオフィサークラスの船員を養成するイスタンブ

ール工科大学海事学部（ITUMF）と、既に業務に就いている船員の再教育訓練を行って

いる海事安全訓練センター（CTC（MSTC）; ITUMF 内に立地）に対するプロジェクト方

式技術協力を我が国に要請した。わが国は平成 10 年 4 月に事前調査団、同年 10 月と

12 月にそれぞれ短期調査員を派遣した上で、平成 11 年 12 月に実施協議調査団を派遣

し、平成 12 年 4 月 1 日から技術協力が開始された。 

今般、協力終了を2005年 3月 31日に控え、評価5項目の観点からプロジェクト達成

度を判定・評価するとともに、今後のプロジェクトの自立発展性を確保するために両

国が取るべき行動についてトルコ側関係機関と協議することを目的に、終了時評価調

査団を派遣した。 

 

協力内容 

（上位目標） 

トルコ商船の安全性が高まる。 

 

（プロジェクト目標） 

ITUMF は、国際基準を満たした教育システムを構築し、CTC（MSTC）においては再訓

練及び最新の国際基準を満たした船員が輩出される。 

 

（成果） 

（１） ITUMF における航海科の教育訓練が国際基準に則して行われる。 

（２） ITUMF における機関科の教育訓練が国際基準に則して行われる。 

（３） ITUMF における海事安全管理に関する調査・研究能力が向上する。 

（４） CTC（MSTC）における現職船員のための教育訓練が、国際基準に則して改善・拡

充される。 

 

（2004 年 11 月評価時点） 

 日本側：長期専門家 11 名(5 名派遣中)、短期専門家 19 名、研修員受け入れ 15 名、

     機材供与  約 4.7 億円 

 相手側：C/P 33 名 

土地・施設建設及び運営予算等 約 6百万ドル（約 6.3 億円） 



シミュレーションセンター及び CTC（MSTC）ビルディングの建設 

 

調査者 

 

 

 

団長     不破 雅実  JICA 社会開発部 調査役 

海事教育評価 井上 欣三  神戸大学 海事科学部 教授 

（航海・訓練計画）  

海事教育評価 引間 俊雄  海技大学校 機関科教室 機関科長 教授 

（機関） 

評価分析   寺尾 豊光  水産エンジニアリング株式会社 技術副主任部員 

機材効果分析 仲條 靖男  財団法人 日本造船技術センター 海外協力室 

評価企画   中薗 智之  JICA 社会開発部 第３グループ(運輸交通) 運輸交通

第２チーム 

調査期間  2004 年 10 月 27 日～2004 年 11 月 6 日 

評価種類 終了時評価 

1.評価の目的 

（１） 2005 年 3 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクトに関する活動実績や目標達成度、

今後の課題等を具体的に確認し、妥当性、効率性、インパクト等に関する評価を行う。

評価結果から海事教育分野のプロジェクト実施に関する教訓、合わせて技術協力プロジ

ェクト実施における課題を抽出する 

（２） ITUMF における海事教育活動が、トルコ側により自立発展的に継続されるために、トル

コ側が取り組むべき事項等を明らかにする 

（３） トルコ国の海事教育の今後に対する提言 

2.プロジェクト評価結果の要約 

(1) プロジェクトの自立発展性及びイスタンブール工科大学海事学部海事安全訓練センター

のキャパシティ・ディベロップメントについて 

ア 一般的認識 

 イスタンブール工科大学海事学部の技術訓練及び海事研究における改善は日本人専門家及び

トルコ側カウンターパートの努力に帰するものであり、評価に値する。しかし、初期の立ち上

げが完了したが、運用・管理面の能力開発においては特に航海科では人事配置の遅れもあり、

自立発展性の見通しは厳しい。 

プロジェクト終了時点の2005年 4月時点の状況を付記する。終了時評価調査団の交渉の結果、

自立発展性に不可欠な必須カウンターパートの配置が 2005 年 1 月実現し、航海科に航海士経験

者 3 名及び船舶工学専門家 1 名が配置され、SHS の運用要因として研修を開始した。JICA とし

ては将来にわたる ITUMF の自立発展性とトルコの海事教育の自立発展性を目指して、次の対策

をとっている（第 5 章参照）。 

2005 年 4 月より 2006 年 3 月まで、長期専門家 3名（海事調査運営管理、操船シミュレータ訓

練、機関室シミュレータ訓練）を配置する。これら専門家の協力により、航海科の人材の育成、

機関科における新たな訓練需要（BRM 等）に対応するための機材投入と訓練の確立、自立発展性

を確保するために必要な調査の実施を行うこととした。 こうした対策が自立発展性に与える

効果は極めて大きいと考えられ、2005 年末頃を目処として、状況の確認調査を実施し、本件終

了時評価報告書を補完するものとする。 

イ 自立発展性を確保するための要点 

（ア）カウンターパートの配置 

 航海科における操船シミュレータ訓練コースリーダーの選任及び恒久的な配置、長期的に能

力ある教官を再生産するシステムの確立を提言した。 

（イ）予算措置 

 財務分析、需要分析、コスト分析及び回収方法、自立的な財務管理システムの確立を提言し



た。 

（ウ）機関科の教官の構成 

 機関科の教官配置は専門家の努力もあり比較的十分である。 

（エ）航海科への教官の配置 

 プロジェクトの投資を一番受けている部署であるにもかかわらず、適切なカウンターパート

の配置がなく、訓練計画専門家が船員再教育 SHS コースの実質的責任者となっていた。この深

刻な事態に鑑み、実船の操船及び SHS の経験を持っているカウンターパートの配置を強く要求

した長期的には適格なスタッフ、持続可能な財務管理、十分な技術力をもってシミュレータセ

ンターが確立されることが必要である。 

（オ）海事教育訓練(MET)と海事研究の相乗効果－プロジェクト目標に関して－ 

 ITUMF と MSTC が MET の十分な実施能力を確立し、運営管理能力の基礎固めを行った上で、海

事研究と MET が双方の質を向上させる相乗効果を備えるべきであることを提言した。 

（カ）国際的船員市場及び国内船員市場－上位目標について－ 

 本調査団はより現実的な上位目標として、良質な船員を国際・国内市場に供給することを提

言した。 

(2) 評価 5項目の分析 

ア 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。トルコの海上輸送は近年急速に発展している。過去 10 年の

間に海上輸送による輸出入量は二倍に急増しており、そのため外航船舶と船員の需要も増大し

ている。このような状況の下で、同国の海事セクターでは相当数の有資格士官が必要とされる

に至っている。 

 

イ 有効性 

本プロジェクトの有効性は一応高いと言える。プロジェクト目標の一部について、達成すべ

きレベルが具体性に乏しいところがあったものの、計画が目指す全体的な方向性は明確に示さ

れている。本プロジェクトは人的資源と教育施設の分野において ITUMF 及び CTC の組織能力の

向上を目的とするものであった。プロジェクト成果を産出するプロセスを通して、カウンター

パートの訓練機器操作ならびに演習科目の設計・指導に係る能力は相当な程度にまで向上する

ことができた。 

 

ウ 効率性 

本プロジェクトの効率性はそこそこの水準にある。投入のほとんどは予定どおり実施され、

投入リソースには品質上の欠陥も概ねのところ無かった。プロジェクト資源の相当な部分が操

船シミュレーターと機関室シミュレーターに充当された。これらの機器の導入に際し必要とな

った経費と比較すると、CTC 及びシミュレーターセンターにおけるコース訓練からの収入はなお

低い水準にある。しかしながら、2003 年半ばに全面運用が可能となってその後の経過期間が短

いにもかかわらず、操船シミュレーター支援コースの参加者への寄与は目に見えて高いものと

なっている点は注目すべきと考える。シミュレーターから得られる便益を正確に評価するため

には、なお時間が必要である。 

 

エ インパクト 

本プロジェクトのインパクトはそこそこの水準にある。種々の側面においてインパクトが生

じる上でプロジェクトはまだ十分な時間を経過していない段階にある。なお、上位目標の達成

可能性については、外部条件が達成へのプロセスに多数影響するので、評価が困難な状況にあ

る。 

 



オ 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性を左右する条件として 2 つの要因があるが、その動向は確定し

ていない。現行の SHS を用いたコース訓練を維持するには、専門家がいなくても本コースを運

用できる有能なインストラクターとオペレータを育成するために、トルコ側カウンターパート

に十分な時間を与え、必要な指導を受け得る措置を取ることが ITUMF に求められる。コース訓

練管理に専任できるシニア・インストラクターを配置する必要もある。また、学部予算が制限

されていることから、重大故障に備えてシミュレーター修繕のための財源を予め確保して置く

ことが求められる。計画終了時期まで後 5 ヶ月しか残されていない現段階にあって、以上二件

を解決できる見通しが仮に無いとすれば、本プロジェクトの持続可能性は見込み得ない。 

 

カ 結論 

プロジェクト目標達成の度合いは一応高いと評価される。人的資源、履修体制、教材を改善

することによって、本計画は ITUMF の海事教育訓練体制を相当に強化することができた。本計

画から得た便益を持続しさらに発展させる上で、残された計画実施期間中に、カウンターパー

トが操船シミュレーターの技術訓練を受けられるよう対処すべきである。またシミュレータ装

置の修繕に備えて一定の財源を確保するために何らかの措置が求められる。 

3.今後の対策 

(1) 短期・中期的対策 

 上位目標の再設計し、ITUMF 及び CTC における航海・機関の教育訓練能力向上を継続的に行う

ために個別投入を行う。投入の内容については以下のとおり。 

ア トルコ国海事政策及び船員市場調査にかかる海事調査運営管理専門家 

イ 航海科 

 現行の SHS に見合った航海分野の教育訓練実施能力を確保するため、一定期間の航海科専門

家派遣で対応する。 

ウ 機関科 

 基本的な技術移転は行われているが、今後の海運業界の需要に対応するため、ERS(Engine Room 

Simulator)用ミミックパネルを追加投入し、一定期間機関科専門家派遣を行い、教育訓練実施

能力を確保する。 

(2) 長期的対策 

 海事訓練教育と海事研究の相乗効果を確保すること、また海事コンサルタントとしての能力

の向上を目指し適切な人材とそれを運用するシステムを整備することが必要である。 
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第 1章 終了時評価調査団の概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

地中海、黒海等に面するトルコ国では、海運は重要な産業であり、保有する船舶量も年々

増大している。一方、黒海と地中海を結ぶチャナッカレ海峡（旧名ボスポラス海峡）は幅が

非常に狭く、世界有数の船舶交通の難所とされており、交通量の増加、船舶の大型化に伴い

船舶事故も増加している。こうした中、1995 年に「船員の訓練、資格証明、及び当直の基準

に関する国際条約」（STCW 条約）が改正されたことにより、2002 年までに同条約の定める訓

練要件を満たす必要があり、船舶設備・技術の近代化、安全性の確保等に対応できる海事教

育の整備が、同条約批准国に対して求められている。 

このような背景のもと、トルコ国はオフィサークラスの船員を養成するイスタンブール工

科大学海事学部（ITUMF）と、既に業務に就いている船員の再教育訓練を行っている海事安全

訓練センター（CTC（MSTC）; ITUMF 内に立地）に対するプロジェクト方式技術協力を我が国

に要請した。わが国は平成10年 4月に事前調査団、同年10月と 12月にそれぞれ短期調査員

を派遣した上で、平成11年 12月に実施協議調査団を派遣し、平成12年 4月 1日から技術協

力が開始された。 

今般、協力終了を 2005 年 3 月 31 日に控え、評価 5 項目の観点からプロジェクト達成度を

判定・評価するとともに、今後のプロジェクトの自立発展性を確保するために両国が取るべ

き行動についてトルコ側関係機関と協議することを目的に、終了時評価調査団を派遣した。 

本調査団の具体的な調査内容は下記のとおりである。 

（１） 2005年3月のプロジェクト終了を控え、プロジェクトに関する活動実績や目標達成度、

今後の課題等を具体的に確認し、妥当性、効率性、インパクト等に関する評価を行う。

評価結果から海事教育分野のプロジェクト実施に関する教訓、合わせて技術協力プロ

ジェクト実施における課題を抽出する。 

（２） ITUMF における海事教育活動が、トルコ側により自立発展的に継続されるために、ト

ルコ側が取り組むべき事項等を明らかにする。 

（３） トルコ国の海事教育の今後に対する提言及び JICA 類似協力案件の実施に反映させる

べき教訓を導く。（追加協力の必要性についても検討する） 

 

1-2 調査団の構成と調査日程及び主要面談者 

（１） 調査団の構成 

 氏名 担当分野 現職 派遣期間

1 不破 雅実 総括 国際協力機構 社会開発部 調査役 27/Oct – 
 6/Nov 

2 井上 欣三 海事教育評価 
（航海・訓練研究） 神戸大学 海事科学部 教授 1/Nov – 

5/Nov 

3 引間 俊雄 海事教育評価 
（機関） 海技大学校 機関科教室 機関科長 教授 27/Oct – 

6/Nov 

4 神山 葉子 技術協力政策 外務省 経済協力局技術協力課 
外務事務官 

31/Oct – 
6/Nov 

5 中薗 智之 評価企画 国際協力機構 社会開発部 第三グループ

（運輸交通） 運輸交通第二チーム 
27/Oct – 
6/Nov 

6 寺尾 豊光 評価分析 水産エンジニアリング株式会社 
技術副主任部員 

20/Oct – 
6/Nov 

7 仲條 靖男 機材効果分析 財団法人 日本造船技術センター 
海外協力室 

24/Oct – 
6/Nov 
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（２） 調査日程 

日付
日　程

（神山外務事務官、不破総括、井上団員、
引間団員、中薗団員）

日　程
（寺尾団員、仲條団員）

1 2004/10/20
水
Wed

寺尾団員日本発　イスタンブール入り
Mr.Terao will arrive at Istanbul.

2 2004/10/21
木
Thr

午前
AM

午後
PM

ITUMF訪問、プロジェクトチームと打合せ
Courtesy Call to ITUMF,Meeting with JICA
Project Team
調査開始、C/P個別ヒアリング
Interview with C/P

3 2004/10/22
金
Fri

午前
AM

午後
PM

船会社訪問
Meeting With Shipping Company
C/P個別ヒアリング
Interview with C/P

4 2004/10/23
土
Sat

C/P個別ヒアリング（可能ならば）
Interview with C/P,if possible.

5 2004/10/24
日
Sun

寺尾団員：資料整理
Data Collection and Analisys
（仲條団員日本発　イスタンブール入り）
（Mr.Nakajo will arrive at Istanbul.）

6 2004/10/25
月
Mon

午前
AM

午後
PM

（寺尾団員・仲條団員）
プロジェクト施設踏査
Visit Project Site and make explorations into
Equipments
（寺尾団員）
C/P個別ヒアリング
Interview with C/P
（仲條団員）
航海科における機材運用実績、運用計画調査
新規機材投入計画（神戸大学との共同研究課題）航
海科

7 2004/10/26
火
Tue

午前
AM

午後
PM

（寺尾団員・仲條団員）
プロジェクトマネージャー（サー学部長）ヒアリン
グ
Meeting with Prof.Dr.SAG
（寺尾団員）
C/P個別ヒアリング
Interview with C/P
（仲條団員）
機関科における機材運用実績、運用計画調査
新規機材投入計画、研究課題

8 2004/10/27
水
Wed

不破総括、引間団員、中薗団員
日本発　イスタンブール→アンカラ
Mr.Fuwa、Nr.Hikima、Mr.Nakazono will arrive at
Ankara.

（寺尾団員）
C/P個別ヒアリング
Interview with C/P
（仲條団員）
MSTCにおける機材運用実績、運用計画調査
外部機関による機材利用調査

9 2004/10/28
木
Thr

午前
AM

午後
PM

海事庁、大使館、JICA事務所
Courtesy Call UMA, EOJ
Meeting with JICA Office member
イスタンブールへ（マイクロバス）
Leave for Istanbul by Mini Bus

（寺尾団員）
C/P個別ヒアリング
Interview with C/P
資料整理
Data Collection and Analysis
（仲條）
現地機材代理店の調査（ANTALES社：NORCON代理他）

10 2004/10/29
金
Fri

プロジェクト専門家と協議
Meeting with Project team

same as on the left 

11 2004/10/30
土
Sat

資料整理
Data Collection and Analysis

same as on the left 

12 2004/10/31
日
Sun

資料整理
Data Collection and Analysis
（神山外務事務官日本発　イスタンブール入り）
（Ms.Kamiyama will arraive at Istanbul.）

same as on the left 

13 2004/11/1
月
Mon

ITUMF訪問、協議
Courtesy Call to ITUMF
Meeting with ITUMF
（井上団員、日本発　イスタンブール入り）
（Prof.Inoue will arrive at Istanbul.）

same as on the left 

14 2004/11/2
火
Tue

ITUMFと協議
Meeting with ITUMF

same as on the left 

15 2004/11/3
水
Wed

午前
AM
午後
PM

ITUMFと協議
Meeting with ITUMF
M/M署名
Signing M/M

same as on the left 

16 2004/11/4
木
Thr

午前
AM
午後
PM

アンカラへ移動（マイクロバス）
Leave for Ankara by Mini Bus
海事庁、大使館、JICA報告
Report to UMA, EOJ and JICA Office
（朝：井上団員、日本へ出発）
（AM:Dr.Inoue will leave for Japan.）

same as on the left 

17 2004/11/5
金
Fri

午前
AM

アンカラ発
Leave for Japan

same as on the left 

18 2004/11/6
土
Sat

日本着
Arrive at Japan

same as on the left 
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（３） 主要面会者 
【海事庁】 

Dr. B. Sitki USTAOGLU  

 

Dr. Ozkan POYRAZ 

 

 

【トルコ工科大学】 

Prof.Dr. H. Faruk KARADOGAN 

Prof.Dr.Osman Kamil SAG    

Dr. Ismail Deha ER 

Dr. Cengiz DENIZ 

Mr. Ercument SAHIN   

Prof. Dr.Ahmet BAYULKEN  

Prof. Dr. Sureyya ONEY 

Ms. Nejla TUNALI  

Mr. Mustafa ERKAN 

Mr. Atilla KOCATAS 

 

【在トルコ日本国大使館】 

Mr. Toshiyuki Momma 

 

【JICA トルコ事務所】 

Mr. Makoto ASHINO 

Dr. Emin OZDAMAR 

 

【海事教育向上プロジェクト】 

Prof. Takashi HIROHAMA 

Prof. Seigo HASHIMOTO 

Prof.. Masao FURUSHO 

Capt. Ryuta NOMURA 

Mr. Masaya OMAE 

 

Deputy Undersecretary, Undersecretariat for Maritime 

Affairs, Prime Ministry 

Advisor to Undersecretary, Undersecretariat for 

Maritime Affairs, Prime Ministry 

 

 

Rector, ITU 

Dean of ITUMF 

Vice Dean of ITUMF 

Vice Dean of ITUMF 

Vice Dean of ITUMF 

Head of Engine Department of ITUMF 

Head of Deck Department of ITUMF 

Faculty Secretary of ITUMF 

Advisor to Dean, ITUMF 

Chairman of Alumni Association ITUMF 

 

 

Second Secretary, EOJ 

 

 

Deputy Resident Representative  

Head of Technical Cooperation Division 

 

 

Project Leader, Deck Department 

Engine Department 

Maritime Research on Safety Management 

Training Management 

Project Monitoring and Coordinator 

 

 

1-3 終了時評価の方法 

（１） 合同評価 

本終了時評価調査では、トルコ側の評価チームは編成せず、日本側の終了時評価調査団

が、合同調整委員会（JCC; Joint Coordinating Committee）に評価報告結果を諮ることで、

合同評価とすることとした。 

 

（２） 評価の手順 

本終了時評価では、通常の技術協力プロジェクトの PDM 評価のみでなく、トルコ側と将

来展望、評価、対策について議論した。今次終了時評価の最終的な目的は、プロジェクト

の自立発展性を確保するために両国がとるべき行動と明らかにすることである。 

本終了時評価の構成は、３つのパートから構成される。①プロジェクトの自立発展性と

イスタンブール工科大学海事学部・海事安全訓練センターのキャパシティ・ディベロップ

メントについて、②プロジェクト終了時評価の結果（PDM 評価）（以上第４章 評価結果）
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及び③プロジェクトの自立発展性を確保するための提言・対策（第５章 今後の対策）で

ある。 

 

（３） PDM 評価の枠組みとデザイン 

本調査は、評価の枠組みとしてプロジェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle 

Management: PCM）の評価手法を取り入れた。PCM を用いた評価は、①プロジェクトの諸要

素を論理的に配置したプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM）

に基づいた評価のデザイン、②プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、③「妥

当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の５つの評価の観点（評価５項目）

からの収集データの分析、④分析結果からの結論、という流れからなっている。なお、平

成 14 年度より、JICA 事業評価ガイドラインが改訂されたため、本評価は、改訂後の評価ガ

イドラインに準じている（表 1-1）。 

 

表 1-1 PDM の構成要素 

上位目標 達成されたプロジェクト目標の貢献が期待できる長期の開発目標 

プロジェクト目標 プロジェクト終了時までに達成されることが期待される中期的な目標であり、「タ

ーゲットグループ」への具体的な便益やインパクト 

成  果 プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければならない、短

期的かつ直接的な目標 

活  動 成果、目標を達成するために、投入を効果的に用いて行う具体的な行為 

指  標 プロジェクトの成果、目標及び上位目標の達成度を測るもので、客観的に検証で

きる基準 

指標データ入手手段 指標を検証するためのデータソース 

外部条件 各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェクトではコント

ロールできない条件 

前提条件 プロジェクトを開始するために必要な条件 

投  入 プロジェクトの活動を行うのに必要な人員・機材・資金など 

 

評価のデザインを確定するにあたり、討議議事録（Record of Discussion: R/D、開始当

初から中間評価での PDM；付属資料２．参照）、その他プロジェクトの関連文書、専門家報

告書、四半期報告書などに基づき、終了時評価の実施要領を作成すると同時に、評価項目

案（評価グリッド：付属資料 1.参照）を設定した。なお、本調査にあたっては、カウンタ

ーパート及び研修生とその上司に対する質問票によるサーベイを行うとともに、プロジェ

クト専門家、カウンターパート及びその他の関係者へのインタビューを行い、評価を実施

した。 
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第 2章 プロジェクトの概要 

2-1 プロジェクトの成立と経緯 

地中海、黒海等に面するトルコ国では、海運は重要な産業であり、保有する船舶量も年々

増大している。一方、黒海と地中海を結ぶチャナッカレ海峡（旧名ボスポラス海峡）は幅が

非常に狭く、世界有数の船舶交通の難所とされており、交通量の増加、船舶の大型化に伴い

船舶事故も増加している。こうした中、1995 年に「船員の訓練、資格証明、及び当直の基準

に関する国際条約」（STCW 条約）が改正されたことにより、2002 年までに同条約の定める訓

練要件を満たす必要があり、船舶設備・技術の近代化、安全性の確保等に対応できる海事教

育の整備が、同条約批准国に対して求められている。 

このような背景のもと、トルコ国はオフィサークラスの船員を養成するイスタンブール工

科大学海事学部（ITUMF）と、既に業務に就いている船員の再教育訓練を行っている海事安全

訓練センター（CTC（MSTC）; ITUMF 内に立地）に対するプロジェクト方式技術協力を我が国

に要請した。 

それに対し我が国は、1998 年 4 月の事前調査、同年 10 月の第 1 次短期調査及び 12 月第 2

次短期調査を派遣し、1999 年 12 月に実施協議調査時に討議議事録（Record of Discussions: 

R/D）を署名し、それに基づきイスタンブール工科大学海事学部（Istanbul Technical 

University, Maritime Faculty）を実施機関として 2000 年 4 月 1 日から 2005 年 3 月 31 まで

の 5年間の計画で本プロジェクトを実施してきた。 

2001 年 8 月には運営指導調査団を派遣し、プロジェクトの進捗を確認するだけでなく、プ

ロジェクト目標とプロジェクト活動一つである海事安全研究に関する先方機関及び JICA 専

門家との相互理解の促進、供与機材（操船シミュレータ）に関するトルコ側の準備確認調査

を実施した。 

また、2002 年 10 月には、中間評価調査団を派遣し、技術移転の進捗状況の確認及び今後

の協力の方向性に関する協議を行い、運営方針の確認、修正点に関する提言を行った。 

 

2-2 プロジェクトの目標・活動計画・投入計画 

概要は次のとおりである（詳細は付属資料参照）。 

（１） 上位目標 

トルコ商船の安全性が高まる。 

 

（２） プロジェクト目標 

ITUMF は、国際基準を満たした教育システムを構築し、CTC（MSTC）においては再訓練及

び最新の国際基準を満たした船員が輩出される。 

 

（３） 成果 

１） ITUMF における航海科の教育訓練が国際基準に則して行われる。 

２） ITUMF における機関科の教育訓練が国際基準に則して行われる。 

３） ITUMF における海事安全管理に関する調査・研究能力が向上する。 

４） CTC（MSTC）における現職船員のための教育訓練が、国際基準に則して改善・拡充さ

れる。 
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（４） 活動 

a) 航海科 

・ 航海科のカリキュラムを分析・改善する 

・ 乗船訓練カリキュラムを分析・改善する。 

・ 教育訓練後の技能評価システムを分析・改善する。 

・ 操船シミュレータを利用したカリキュラムを導入する。 

b) 機関科 

・ 機関科のカリキュラムを分析・改善する。 

・ 教育訓練後の技能評価システムを分析・改善する。 

c) 海事安全研究 

・ 海事安全技術管理に関する調査・研究を強化する。 

・ 人間技術管理に関する調査・研究を強化する。 

・ 海事環境管理に関する調査・研究活動を強化する。 

d) 海事安全訓練センターでの活動 

・ CTC（MSTC）の現職船員のための教育訓練を強化・拡充する。 

・ 操船・機関シミュレータを利用した再教育訓練を導入する。 

・ ITUMF 卒業生のための再教育訓練を分析・改善する。 

・ 教材、参考図書を強化する。 

 

（５） 投入 

１） 日本側投入 

a) 長期専門家の派遣 

・ 航海（チーフアドバイザーを兼ねる） 

・ 機関 

・ 訓練計画 

・ 海事安全管理研究 

・ 業務調整 

b) 短期専門家の派遣 

・ 航海 

・ 機関 

・ 安全航行（研究開発） 

・ シミュレーション/システム 

・ その他特定技術（例えば最新教育手法など必要に応じて） 

c) 機材供与 

・ 特にフルミッションの操船シミュレータと機関室シミュレータおよびその周辺

機器などの供与 

・ 視聴覚教育教材、模型、参考図書などの供与 

d) 必要技術習得のための C/P の日本での研修 

 

２） トルコ側投入 

a) JICA 長期派遣専門家に対する C/P の配置 

b) 活動を実施する ITUMF と CTC（MSTC）の土地・建物・施設 

c) 学部側スタッフの人権費の拠出 

d) 運営・管理費の拠出 
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第３章 プロジェクトの実績 

３-１ 投入と成果の実績 

（１） 投入 

１） 日本側投入 

a) 長期専門家 

5 人の長期専門家 (チーフアドバイザー、海事教育-航海、海事教育-機関、訓練

管理、海事安全研究及び業務調整) がプロジェクトの全期間配置されるよう計画

された。チーフアドバイザーは予定どおり海事教育-航海を兼任した。結果として、

プロジェクト全期間を通して延べ 11人の専門家が以上の 5ポジションに係る業務

を担当した。投入人月数の合計は、プロジェクト終了時点までには 303 人月とな

り、所定の計画に達することになる。 

b) 短期専門家 

短期専門家の投入人月数は特に計画されていない。短期専門家が担当すべき支

援分野として、航海、舶用機関、海事安全研究及びシミュレーションシステムが

計画された。2004 年 10 月末時点で、延べ 19 人の短期専門家が派遣されており、

舶用機関で 34 人日、海事安全研究で 139 人日、シミュレーターシステム（航海と

機関分野両方）で 137 人日の投入がなされている。以上は合計 10.3 人月に相当す

る。 

c) 投入機材：操船シミュレータ(SHS) 

合計 268,642,000 円が SHS 主要システムの購入ならびにシステム機能を拡大・

補強するため支出された。2003 年以来、学部教育及び CTC（MSTC）訓練コース等

において、SHS の主要基本機能は年間平均で 616 時間利用されている。しかしなが

ら、雨域表示、衝突映像、X-Band 操作、オートパイロット等、拡大機能の何点か

は有効に活用されるに至っていない。 

d) 投入機材：機関室シミュレータ(ERS) 

合計 138,045,000 円が ERS 主要なシステム及び付属機材を購入するために支出

された。 2002 年以来、学部教育及び関連研究において ERS は年間平均 327 時間利

用されている。しかしながら CTC（MSTC)のコース訓練に利用されてはいない。そ

の理由として、現職船員の訓練には、現状のミミックパネルを改良する必要があ

ると報告されている。 

e) 他の教育研究機材及びソフトウェア 

合計 53,526,000 円が海事教育訓練（MET）及び関連研究用の機材調達に支出さ

れた。以上には、貨物油ハンドリングシミュレーター、LNG タンカー、プロセス制

御、ケミカルタンカー等のシミュレーションソフトウェア、流体解析（CFD）、眼

球運動の解析装置・ソフトウェア、視聴覚機器等が含まれる。 

f) カウンターパート研修事業 

当初計画では、トルコ側カウンターパート 10 人が日本で研修コースを受けるこ

ととなっていた。本プロジェクトを通じて、2004 年 10 月末までに、15 人が日本

に派遣されている。内訳は、航海分野で 213 人日、機関分野で 110 人日、海事安

全研究で 136 人日、及び操船シミュレータで 102 人日である。合計で 561 人日(18.7

人月)が本邦研修事業による訓練に投入された。 

g) プロジェクト運営経費の負担または講義演習の実施負担 

SHS のプロジェクター（投影機 7台）の故障に備え、プロジェクトの支出により
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年間保守契約が結ばれた。契約料は US$39,297 を要した。専門家の意見によれば、

この保守契約は必ずしも必要ではなかったとのことであるが、後述のような経緯

によりプロジェクターは故障を起こし易い状態にあったので、万全を期したもの

と思われる。他に、プロジェクターの交換用電球 21 個が 5,761,000 円で購入され

た。使用時間 3,000 時間後に電球を交換するようメーカーから勧められている。

以上の経験から、電球交換費用として少なくとも電球 4 個分に相当する金額

1,100,000 円 (US$10,000)を毎年留保して置く必要がある。 

 

２） トルコ側投入 

a) カウンターパート配置 

プロジェクトの全期間を通し、トルコ側カウンターパートとして、ITUMF から合

計 33 人の常勤あるいは非常勤の教官が配置された。実際には、プロジェクト活動

に直接関与した教官はその中で 22 人程度と推定される。この内、4 名がプロジェ

クト半ばにして政府機関等に異動した。 

b) 航海学科、機関学科及び CTC（MSTC）への教官配置 

2003 年以降、トルコの海事教育機関（船員養成機関）は、STCW 条約 A-I/6 の要

件を具体化した同国の通達"Directives for Training and Assessment"を満たす

か否か、独立評価委員会による監査を受けることが求められている。本通達は 2002

年 7 月に官報で公示された“Regulations for Seafarers”に基づくもので法的拘

束力を持つ。同委員会による監査では、特定の教科について、養成機関は、外航

船クラスの船長または機関長を勤めた経験 5 年以上を持つ教官を保持することが

要求されている。ITUMF は 2004 年早々に独立評価委員会の監査を受けており、何

点か改善事項を指摘されたが、同校の海事教育体制は合格したとのことである。 

c) シミュレータセンターと CTC (MSTC) ビルディングの建築 

シミュレータセンターは 2002 年 8 月に竣工した。2001 年 2 月のトルコ経済金融

危機のため工程は大幅に遅延したが、そのような悪条件にもかかわらず、センタ

ー建屋は高品質の構造と意匠により建設されている。SHS は竣工一年前の 200１年

8 月に完成我が国の定温倉庫で保管後 2002 年 4 月 ITUMF に到着しており、この間

長期にわたり屋外コンテナで保管されたために、プロジェクターのいくつかが錆

びて、後で修理が必要となったと言われる。なお、シミュレータセンターに加え

て、過去 4 年の間に施設機材整備のため、専ら自助努力と学外からの寄贈により

種々の投入がなされている。プロジェクトに直接関係するものとして CTC の建屋

建設（2003 年竣工）がある。他に学内 MET 施設の整備として、GMDSS シミュレー

タ調達、GMDSS と Radar/ARPA シミュレータのアップグレード、B ブロック教室の

建設や消火訓練施設の整備などがある。 

d) 海事学部と CTC（MSTC）を運営管理するための予算措置と支出 

2000年から2004年までの過去5年について見てみると、経済危機による影響で、

2002 年の ITUMF の予算は減額され最小額 (US$ 1,064,000) となった。次年から予

算は回復し、今期2004年ではUS$1,616,000(過去5年の中で最高額)に達した。2004

年で予算内訳を見ると、73%が人件費、次いで 16%が消耗品、光熱水費及び燃料油

に充てられている。CTC (MSTC) を含む学部内の施設の維持保守または機材購入の

ための予算は含まれていないが、現在のところ、シミュレータセンターでは光熱

水費の予算不足に起因するような問題は生じていない。 

e) プロジェクトの運営経費負担 
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上記の日本側投入第 5 項による支援を除くと、プロジェクト活動に必要な経費

は ITUFM 予算あるいは CTC 訓練コースから随時得られる収入によって負担されて

いる。これまでのところ、プロジェクト運営予算には致命的な不足は生じていな

かったと見受けられる。 

f) シミュレータの維持保守 

・ コンピュータ技師の配置 

2002 年 4 月以降有能なコンピュータ技師 1 名がカウンターパートに配置されて

おり、随時 SHS の保守作業にも従事している。 

・ 改良・アップデートのための措置及び計画立案 

現在のところ ITUMF の予算を充当することによって SHS や ERS を改良する計画

はない。 

 

（２） プロジェクト成果 

１） 成果１：ITUMF における航海科の教育訓練が国際基準に則して行われる 

a) 指標 a. STCW 条約と高度海事技術に沿ったカリキュラムと講義概要 

本プロジェクトにより、操船シミュレータを利用して、旧カリキュラムでは

"Simulator"（新カリキュラムでは"Ship Management"）が新たに 4 年生後期（第

VIII 学期）に実施されるに至った。"Simulator"は講義 2時間、実習 3 時間で単位

数は 3.5 である。"Ship Management"では増えて、講義 4 時間、実習 4時間で単位

数は 6となる。さらに、海図、海事図書、CBT のためのパソコンを使用することに

より、新規演習の導入を検討することも可能となった。 

b) 指標 b. プロジェクトによって導入された機材の活用頻度 

学部教育で使用された SHS の稼動時間数は、2003 年から 2004 年の二年間で延べ

113時間となった。旧カリキュラムの"Simulator"科目は8週間の履修と言われる。

演習は学生を 2グループに分けて実施されるので 1年当りの稼動時間数は 64時間

となる。報告された二年間の稼動時間数は、カリキュラムにほぼ見合ったものと

言える。 

c) 指標 c. STCW 条約を満たす能力を持つインストラクターの配置 

独立評価委員会が行った 2004 年 2 月の監査によると、ITUMF は海事教育訓練

（MET）に係る通達"Directives for Training and Assessment"に適合する有資格

教官を保持すると判断されている。本通達は STCW 条約 A-I/6 の要件を詳細に具体

化したもので、航海、当直、操船、海上交信、海上安全、航海科シミュレータ分

野の履修科目を講義・演習するに際し、外航船クラスの船長を勤めた経験 5 年以

上を持つ教官を保持することを義務付けている。 

 

２） 成果２：ITUMF における機関科の教育訓練が国際基準に則して行われる 

a) 指標 a. STCW 条約と高度海事技術に沿ったカリキュラムと講義概要 

本プロジェクトにより、機関学科の新カリキュラムに"ERS-I"、"ERS-II"（いず

れも 3 単位）、"Driving and Shaft System"（3 単位）、"選択 I-A または I-B"、"

選択 II-A または II-B"、及び"Hydraulic and PnEUmatic Control System"（2 単

位）が導入された。これらに加えて、シーケンシャル回路装置、空圧技術システ

ムシミュレーション機器、自動制御システム機器、軸心調整訓練装置、及びディ

ーゼル機関プラントの設置により、新規の演習が可能となった。 

b) 指標 b. プロジェクトによって導入された機材の活用頻度 
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機材 稼動時間数 稼動経過期間 
機関室シミュレータ 690 時間 2002 年から 2004 年 
シーケンシャル回路装置 35 時間 2004 年 
空圧技術機器 25 時間 2004 年 
自動制御システム機器 15 時間 2004 年 
軸心調整訓練装置 0 時間 04 年 10 月現在準備中 
ディーゼル機関プラント 22 時間 2004 年 
機関室シミュレータを除くと、他の機器は稼動時間が少ない。演習室機材の整

備は中間評価調査で追加された活動であったので、プロジェクトの開始当初から

始められた活動と比べると、その分使用が出遅れているためである。 

c) 指標 c. STCW 条約を満たす能力を持つインストラクターの配置 

航海学科と同様に、独立評価委員会が行った 2004 年 2 月の監査により、通達

"Directives for Training and Assessment"に適合する有資格教官を保持すると

判断されている。本通達では、機関科の場合は、舶用機関、機関運用保守、ディ

ーゼル機関、補機、油圧、海上安全、機関室シミュレータ等の分野の履修科目を

講義・演習するに際し、外航船クラスの機関長を勤めた経験 5 年以上を持つ教官

を保持することが義務付けられている。機関学科では、長年の海上履歴を有する

機関長資格保有者が講師として数名採用されていることは今回の調査でも確認さ

れており、特に演習・技能面では教官体制に不足するところはない。 

 

３） 成果３：ITUMF における海事安全管理に関する調査・研究能力が向上する 

a) 指標 a. 海事安全管理研究の活動と報告の件数 

トルコ側カウンターパートによりワークショップや関連会議に提出された本分

野の研究報告書に基づくと、これまでに 76 件の調査研究活動が実施されている。 

b) 指標 b. 導入された研究機材の活用頻度 

機材・ソフトウェア 稼動時間 稼動期間 
コンピュータ流体解析 データ測定： 90 時間 

分析： 240  
評価： 70  

2001 年から 2004 年 

Star CD & ポストプロ

セスシステム 
データ測定： 8 時間 
分析： 12  
評価： 12 

2004 年 

眼球運動測定 データ測定： 105 時間 
分析： 234  
評価： 72 

2001 年から 2004 年 

動力計付属品 データ測定： 20 時間 
分析： 10  
データ処理：3 
評価： 5 

2004 年 

人的要因分析～SHS、
ERS&EMR 

分析： 22 時間 
データ処理：38 

2004 年 

使用頻度の妥当性を判断する指標値は PDM では与えられていない。今回の調査

では、他の類似案件で以上のような研究機材がどの程度活用されているか確認す

る作業を含むことができなかった。比較資料が無いために研究機材の利用頻度の

妥当性を判断することは難しい。 

c) 指標 c. トルコ内外で発表された研究成果の件数 

・ Workshop への提出件数： 22 件 

・ 国内会議への提出件数： 2 
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・ 国際会議への提出件数： 37 

d) 指標 d. 国際的学術誌で発表された研究報告書の件数 

・ 国際的学術誌での掲載件数： 15 件 

e) 指標 e. ITUMF によって開催された国際会議の回数 

・ 現在まで「海事英語の国際セミナー」を含めて 3回 

 

４） 成果４：CTC（MSTC）における現職船員のための教育訓練が、国際基準に則して改善・

拡充される 

a) 指標 a. MSTC における再教育訓練コースの種類・件数 

2004 年中 CTC (MSTC) で開催された 13 件のコースの内、12 件のコースがプロジ

ェクトによって支援されている。例を挙げると、以下のとおりである。いずれも

海運業界の需要に基づいた現職船員に対するコース訓練である。この内、操船シ

ミュレータを用いて行う BRM/BTM 訓練コースは国内タンカー会社に需要があるが、

その背景には国際石油資本によるタンカー傭船の際の条件など、国際海運社会で

の船舶運航に係るより高度な規格の統一化とでも言うべき流れが存在するように

見受けられる。 

・ タンカー習熟コース(初回からの延べ参加者：713 人) 

・ タンカー上級訓練コース（413 人） 

・ ケミカルタンカー訓練コース（223 人） 

・ 原油洗浄(COW)コース(309 人) 

・ BRM/BTM 訓練コース(60 人) 

b) 指標 b. MSTC 再教育訓練コースへの参加者数 

2001 年から 2004 年までの間に、合計 1718 人が CTC (MSTC) における上記の 5

コースに参加した。他の 7コースは、消化訓練、救急訓練、ISPS 関連コース等で、

合計 6633 人が参加した。 

c) 指標 c. 再教育訓練コースの合格率 

試験の合格率は約 95%から 98%程度と言われる。次回コースを無料で受講できる

ので、不合格者のほとんどは次回以降で合格する。試験結果に関する統計は存在

しないと報告されている。 

d) 指標 d. SHS 及び ERS を用いた訓練コースの設置数 

2003 年から 2004 年までの間に、SHS 支援訓練は CTC (MSTC) において二種類、

延べ 6 回以上開催されている。 さらに、SHS を使用した VTS(航行管制システム)

オペレータ訓練がシミュレータセンター主催で 3回開催され約 60人が受講参加し

た。ERS は CTC (MSTC) のコース訓練では使用されるに至っていない。 

・ コース訓練による機材の利用頻度： 

・ 操船シミュレータ： 312 時間(2003 年から 2004 年) 

・ 貨物油シミュレータ： 55 時間(2001 年から 2004 年) 

・ ケミカルタンカー： 19 時間(2003 年) 

・ LNG： 2 時間 (2003 年) 

 

3-2 プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：ITUMF は教育制度を整備し教育され国際標準を満たす船員を輩出し、

CTC (MSTC) は再教育され国際標準を満たす船員を輩出する（仮訳）。 
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（１） 指標(1)： STCW 条約に準拠する学部カリキュラムと講義の数 

ITUMF における現行のカリキュラムと講義概要は、歴史学等の教養科目を除くと、運用及

び管理レベルにおける STCW 条約に全て適合していることが確認されているが、本プロジェ

クト開始前にこの適合に係る作業は既に実施され完了している。したがって、この指標は、

プロジェクト目標の達成を判断する上で妥当とは言えない。 

 

（２） 指標(2)：STCW 条約を越える水準で新規の教育システムが設立される（船員教育と大

学教育の両方を含む） 

本プロジェクトによって、"Ship Management"、"ERS-I"及び"ERS-II"の三科目等が新た

に ITUMF 航海学科及び機関学科の履修体制に組み入れられることとなった。これらの教科

により、STCW 条約の関連コードによって与えられる要件より高度なレベルの講義と実習を

学生に与えることができる。また、プロジェクトによって強化された機関学科の演習室は

より実際的な教育演習を寄与できる。 

 

（３） 指標(3)：MSTC（CTC）において現職船員のために SHS 及び ERS を用いた訓練コースが

設立される 

CTC（MSTC）において、現職船員のために二種類の SHS 支援訓練コースが設置され、全面

運用が 2003 年半ばに可能となって日が浅いにもかかわらず、既に一定の実績を達成してい

る。しかしながら、2004 年 10 月現在 ERS はコース訓練においてまだ使用されるに至ってい

ない。 

 

（４） 指標(4)：STCW 条約に準拠する外航船クラス海技試験の合格率 

ITUMF 卒業生の内約 85%から 90%が最初の海技試験に合格し、不合格者のほとんども二回

目の試験に合格していると言われる。海技試験結果に関する統計は存在しない。 

 

3-3 実施プロセスにおける特記事項 

（１） 実施機関のニーズ把握 

事前調査後のプロジェクトの設計過程において、実施機関である ITUMF の海事教育体制

の何に問題があったのか十分に把握されていなかったように見受けられる。ITUMF の履修体

制や MSTC のコース訓練の状況あるいは将来的な必要性に基づいて、どのような技術支援が

求められているのか、実施機関に対する綿密な質疑応答が不足していた感が強い。ニーズ

把握の不徹底は PDM の論理性の不足となって現われている。また供与されたシミュレータ

装置の仕様に関して実施機関との間に混乱が続いたが、その遠因に機材仕様の妥当性につ

いて実施機関を交えた事前検討の不足があったと考える。 

 

（２） ログフレームの論理性 

１） 上位目標とプロジェクト目標 

上位目標はトルコ船の海難事故低減を目指し、プロジェクト目標は士官の海事教育体

制向上に主たる目的を置く。ITUMF が送り出す航海士や機関士が海難をよく引き起こして

いる場合は、両者に論理的関係があるが、現状はそうではない。ポートステートコント

ロール（PSC）の結果1 によると、PSC を受けたトルコ船に指摘される欠陥は消火・救命

設備等の艤装の不備に起因するものが圧倒的に多い。海難事故低減に対しては、船会社

に対する艤装改善の奨励や関連法規遵守の徹底を図るアプローチの方がより論理的連関

が強いと言える。 

                                                        
1  Paris MOU, 2003 年 
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２） 国際標準の意味 

プロジェクト目標及び成果の主たるものは国際標準の達成に焦点を当てている。本計

画のプロジェクト文書では国際標準の具体的な定義は与えられていないので、関係識者

に聞いたところ、種々の見解が出ている。本計画のプロジェクトマネージャである ITUMF

学部長は、国際海事大学連合（IAMU）が大学レベルの海事教育に必要な条件を示すため

提唱する”highest standards of M.E.T system”が国際標準であると考えている。ヒア

リングを行ったイスタンブールの大手船会社では、国際石油資本がタンカー傭船に際し

検査するために用いる VIQ 2(Vessel Inspection Questionnaire) に合格することが士官

の国際標準と見なしている。類似の検査基準は”NAV9000”など日本の船会社にもあると

聞く。他に米国沿岸警備隊が海技資格の試験問題（5000 題）として公表する”Question 

Bank”の問題に合格すれば良いとする意見も見られる。 

このような錯綜した状態から、「STCW 条約は最低限の要件を定めるものでスタンダード

ではない。各国が決める STCW を越える訓練基準は様々である。国際的に共通するスタン

ダードは存在しない」とする本計画の派遣専門家による見解は説得力を持つ。 

 

３） 論理再構築のために 

そのようなことで国際標準の一般的な定義は得られないが、一方 ITUMF の立場から見

ると、時代の趨勢に応じ高度レベルの MET 組織体制を整備しなければ、船員養成のため

の高等教育機関としての存在理由が年々薄くなる現状が存在する。VIQ あるいは BTM/BRM

訓練の例のように、船舶運航に係るより高度な規格を求める国際資本からの圧力はトル

コ海運業界にも押し寄せており、これが例えば CTC が運営するコース訓練への強い需要

となって現れている。このような需要を満たすだけでは本来の大学教育の目的を満たす

ことにはならないと考えるが、必要条件の一つであることは間違いない。プロジェクト

目標から見て論理的帰結が可能な上位目標を探るには、海運セクターの需要の進展とこ

れに応じて ITUMF に発生してきたニーズを明確にすることが不可欠であったと考える。 

ITUMF において MET 強化の必要性はどこにあったのかとする疑問に答えるには、他の分

野の情報も必要である。今回調査できなかった事項に、トルコの船員養成機関の増加と

その教育水準の実態があった。海技学校が急激に増えたとの話は何回か出ており、学校

急増の背景には士官や部員に対する需要の増加があることを窺わせる。設立間もないコ

スト節減型の海技学校に対抗して、ITUMF は費用をかけて良質の船員を送り出す立場にあ

る。このような学校経営の違いは、必要施設の投資額の差となって現れるであろうから、

ITUMF に不利な条件を与えるものと見なければならない。業界需要を強く反映することか

ら各校が競争する現職船員のためのコース訓練がその良い例と言える。すなわち、ITUMF

の教育体制を強化する必要があったのは、他所より高いコストをかけても教育の質を維

持向上させなければならないその存在理由自体にあると言うことができる。以上を具体

的に明らかにするには、海技学校の設置及び運営状況、また可能であればこれらに対す

る独立評価委員会による監査結果を調査することが必要である。 

 

                                                        
2 オイルメジャーが組織する OCIMF (Oil Companies International Marine Forum)が設ける船体艤装及び

運航体制に係る検査基準 
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第４章 評価結果 

 

本終了時評価では、通常の技術協力プロジェクトの PDM 評価のみでなく、トルコ側と将

来展望、評価、対策について議論した。今次終了時評価の最終的な目的は、プロジェクト

の自立発展性を確保するために両国がとるべき行動を明らかにすることである。 

本終了時評価の構成は、以下の２つのパートから構成される。 

4-1 プロジェクトの自立発展性とイスタンブール工科大学海事学部・海事安全訓練セン

ターのキャパシティ・ディベロップメントについて 

4-2 プロジェクト終了時評価の結果（PDM 評価：評価 5項目の分析） 
 
4-1 プロジェクトの自立発展性とイスタンブール工科大学海事学部・海事安全訓練センター

のキャパシティ・ディベロップメントについて 

（１） プロジェクトの成果についての一般的認識 

本調査団は本プロジェクトの成果に関する概要を次のように評価した。  

第一に、プロジェクト期間中におけるトルコ側カウンターパートと日本人専門家による

努力の結果得られたイスタンブール工科大学海事学部の大きな改善を評価する。イスタン

ブール工科大学海事学部(ITUMF)・海事安全訓練センターCTC(MSTC)は、航海科・機関科の

技術訓練の質と実施能力において、また海事研究の質と実施能力について、プロジェクト

開始以来目覚しい進歩を遂げた。 

第二に、ITUMF の目覚しい進歩は、日本人専門家とトルコ側カウンターパートの努力に帰

すると思われる。適切な任務に対し資質ある日本人専門家が配置されたと言える。 

第三に、現時点における ITUMF の能力開発状況は次のように要約される。機材等の投入

と初期の立ち上げは完了したが、運用と管理についての能力開発は、特に航海科について

は、緒についたばかりである。この事態は、航海科の人材配置の遅れに相当程度起因する

ものであり、プロジェクトの自立発展性の見通しをかなり厳しくするものである。 

 

（２） 自立発展性を確保するための要点：人材配置と予算措置 

１） カウンターパートの配置 

JICA トルコ事務所の公式な要請があったにもかかわらず、本プロジェクトのカウンタ

ーパートは公式に配置されなかった。ITUMF では学科教官が実質的には日本人専門家と協

働してきたが、プロジェクト期間中を通じて、（実質的な）カウンターパートはパートタ

イム配置であった。 

人材配置は、プロジェクトの自立発展性にとって最も緊急且つ重要な問題であるため、

対処方策として以下の２点を提言した。 

・ 至急航海科における操船シミュレータ（SHS）訓練コースリーダーを選任し、恒

久的に配置すること 

・ 長期的には能力ある教官を再生産するシステムを確立すること 

２） 予算措置 

操船シミュレータ(SHS)と機関室シミュレータ(ERS)の運転維持管理に必要な予算の措

置は、自立発展性を確保するための最低条件である。本調査では、予算措置について、

次の４点を提言した。 

・ ITUMF/MSTC の財務分析（キャッシュフロー分析）を行うべきである。 
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・ 上記施設の運転維持管理に必要なコストの分析とコスト回収方策を検討するべ

きである。 

・ 船員国際市場・国内市場における海事教育訓練(MET)の需要分析が必要である。 

・ これまで MSTC 訓練コース収入が大学に上納されてきた実態から、ITUMF（学部）

が大学及び国からある程度独立し、収入と支出を管理できるように、自立的財務

管理システムを確立する必要がある。 

３） 機関科の教官の構成 

機関科の教官配置は比較的十分であると言える。本調査団は、機関科における技術移

転の良い成果は機関科専門家（橋本専門家）の多大な努力によるものであると評価する。  

機関室シミュレータは機関科の教育訓練の基幹的施設である。機関科にはフルタイム

のカウンターパート（機関長）がおり、ERS 訓練コース責任者として十分な技術移転を受

けた。また他の教官やオペレータも配置されている。SHS 訓練コースのコース責任者や達

成能力評価者と同じく、ERS コース責任者も実船における機関長としての十分な経験が必

要である。幸い ITUMF は機関科には適切な人材を配置することが出来た。 

機関科について特記するべき点として、2002 年の中間評価で機関科専門家（橋本専門

家）が提案したラボラトリの確立が行われたことを挙げる。これらは内燃機関（ディー

ゼルエンジン）ラボ、自動制御ラボ、空気圧回路ラボ、軸芯調整計測機器ラボ、油圧回

路ラボの５つであるが、どの海事教育機関でも設置されている基本的な教育用施設であ

る。橋本専門家はカウンターパートと協力してトルコで得られる資材等を活用してこれ

らを建設し、カウンターパート 1人に１つのラボの責任をとらせ、運営を行わせており、

教官の意欲を非常に高めている。これらのラボを確立した経験は、カウンターパートの

能力の向上、機関科の教育方法の裾野を広げ、機関科としての能力向上に繋がっている。

こうした経験をトルコ側が重視し、自立発展的な方向に進むことこそが期待される。 

 

（３） 航海科における適切かつ不可欠な教官の配置 

航海科では最も深刻な問題が存在する。航海科はこのプロジェクトの投資を一番受け

ている部署で、操船シミュレータ訓練コースはプロジェクトの主要な成果になるべきも

のであるにも関わらず、適切なカウンターパートの配置がなされなかった。この事態は

自立発展性をかなり脅かしており、1999 年 12 月に両国間で署名された R/D にて確認され

た合意事項に違反することになる。 

とりわけ新しいカリキュラムにおける要点コースである操船シミュレータ訓練コース

には、肝心のカウンターパート、即ち、コース責任者と訓練対象者の成績評価を欠いて

おり、現状では訓練計画専門家（野村専門家）が船員再教育 SHS コースの実質的な責任

者となっている。 

この深刻な事態に鑑み、ITUMF は本プロジェクトの監督官庁である海事庁との協力の上、

可及的速やかに問題を解決するよう、訓練計画専門家（野村専門家）をカウンターパー

トとして、以下の要件を満たすように日本側は強く要求した。 

訓練計画専門家（野村専門家）のポジションを引き継ぐスタッフの資質については、

実船の操船に関する十分な経験を持ち、且つ SHS に関する十分な知識と技術を併せ持つ

必要がある。 

短期的に、SHS教官の最低資質は、日本における3等航海士（トルコではunlimited ocean 

going deck officer certificate）の資格を有し、かつ SHS を用いた訓練でシミュレー

ションのシナリオの一部分を取り扱うに十分なコンピュータ操作に習熟していることが
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必要である。 

長期的には、適格なスタッフ、持続可能な財務管理、十分な技術力をもって、シミュ

レータセンターが実質的に確立されることが必要であり、自立発展性は自助努力の考え

方の下に確保されることが必要であることを強調する。 

 

（４） 海事教育訓練(MET)と海事研究の相乗効果－プロジェクト目標に関して－ 

１） 短期的目標：海事教育訓練(MET)機能の基礎固め 

2002 年の中間評価において、プロジェクト目標は「イスタンブール工科大学海事学部

(ITUMF)は教育された船員を輩出するための教育システムを確立し、海事安全訓練センタ

ーCTC(MSTC)においては国際水準を満足する再教育を受けた船員を輩出できる。」との目

標に改訂された。 

このプロジェクト目標は、以下のように解釈できる。 

・ ITUMF は学部レベルの MET と海事研究能力をプロジェクト期間中に確立する。 

・ CTC（MSTC）では、国際的に通用するレベルの能力を備えた船員の輩出ができる

よう航海教育訓練が確立される。 

以上のプロジェクト目標を中間評価後に達成するための時間的な制約を考えると、優

先度についてより慎重に検討されるべきであると指摘した。 

第一優先度は、ITUMF と MSTC が MET の十分な実施能力を確立し、運営管理能力の基礎

固めを行うことである。 

次に、海事研究は MET の質を向上させる相乗効果を持つべきである。また逆に MET は

海事研究の質を向上させる効果を備えるべきである。 

従って、ITUMF が MET の運営管理を固めるために相応の時間が必要で、しかる後、研究

の成果を MET 運営と評価手法の改善に役立てるべきである。  

２） 長期的な視点：海事教育訓練(MET)と海事研究の相乗効果 

ITUMF における MET と海事研究活動の状況は、操船シミュレータ訓練システムの確立は

未完成であり、従って海事研究は海洋環境や海事安全分野の海事教育訓練（MET）とは比

較的関係の薄い分野に留まりがちである。 

調査団は、MET 運営管理及び海事研究・MET の統合・融合に係る段階的計画を策定する

ようトルコ側に提案した。 

３） 海事コンサルタントとしての能力と ITUMF の展望について 

ITUMF は、海事研究能力と最新のシミュレータ施設を活用して優秀な海事コンサルタン

トとなるべく構想を持っている。しかし、短期的にはコンサルティング活動とはいって

も「単純試験」に留まっている。単純試験とは、委託者が与える条件で持って ITUMF は

シミュレーションを行い、結果を分析せずに提出するのみで、シミュレーション結果の

分析は委託者自身が行うものである。 

プロジェクト期間中、日本人専門家の指導の元、操船シミュレータを活用したコンサ

ルティング活動を行っているが、ITUMF が操船シミュレーションを駆使したプロフェッシ

ョナルなコンサルタントになるには時間を要すると考えられ、ITUMF 側に以下のように提

言した。 
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・ 第一に、ITUMF は MET の基礎固めを実施 

・ 第二に、操船シミュレータを活用した研究能力を向上させ、もって海事研究と MET

の相乗効果を発揮させる 

・ 第三に、しかる後に、優秀な海事コンサルタントを目指す 

 

（５） 国際的船員市場及び国内船員市場－上位目標について－ 

１） 上位目標 

現在のPDMにおける上位目標は「トルコ商船の安全運航が世界的な範囲で向上される。」

とされている。この上位目標は1998年の事前調査の際に行われたPCMワークショップ で

の議論から導出されたとされている。通常、上位目標とはプロジェクト終了後概ね 5 年

間で達成されるべきものと理解されている。 

JICA ではプロジェクト終了後 3 年目に事後評価調査を行うこととしており、その際は、

上位目標の指標に基づいてプロジェクトのインパクトを計測し、また自立発展性の検証

を行う。 

上位目標の指標は、①トルコ船員に帰属する事故の例、②トルコ船員の質に起因する

ポートステートコントロール3 摘発件数、とされている。 

事前調査が行われてから約 8 年が経過し、国際海事機関 IMO などの組織により船舶の

安全運航を確保するための努力が国際的にもトルコ国内でも行われてきた。船舶の安全

運航は、良好な運航管理、堅実なエンジニアリング、法的措置の適切な執行、船員の能

力確保などが整って初めて達成される。IMO が規定した SOLAS (ISM コード、ISPS コード

を含む)、MARPOL、PSC、STCW、COLREG 等 の条約4が船舶の安全運航に関連する取り決め

である。つまり、船員の質を向上させるプロジェクト目標は、船舶の安全運航を目指す

上位目標に対しては部分的に貢献するに留まることを意味している。 

プロジェクト目標の達成指標は STCW 条約 95 に即したカリキュラムと講義の数とされ

ているが、この目標が上位目標の達成には殆ど寄与しないとも考えられ、本調査団は、

より現実的で適切なトルコ国の海事教育訓練の戦略が模索され検討される必要があると

提言した。第一の上位目標の案は、良質な船員を国際・国内の船員市場に供給すること。

他の上位目標の案は後節で議論するが、ITUMF がトルコ国内の MET 機関の向上に寄与し国

の MET を強化する指導的地位を確保することである。 

２） EU 船員市場の示唆するもの 

EU の船員市場に関する報告書では、EU 国籍の船員の雇用は激減しており、従って EU

商船（便宜地籍船 FOC を含む）は EU 以外の船員を必要としているとされている。もちろ

ん EU 船員市場におけるトルコ船員の需要を直接示唆するものではないが、近い将来 EU

商船は優秀な職員（オフィサー）の減少に見舞われ、EU 以外の国は船員を EU の船員市場

に供給することになると考えられる。 

船員訓練と雇用に関する欧州委員会の報告書（“Communication from the Commission to 

                                                        
3 ポートステートコントロール(Port State Control＝PSC)は、領海内の外国船舶に対し、寄港国が安全性

検査などを行う権限の事である。寄港する港や船舶の安全、海洋汚染の防止のため、国際海事機関

（IMO）などで定められた安全規定に満たしているかを対入検査する。日本では 2003 年 8 月の北朝鮮

からの万景峰号の入港で、PSC の強化が社会問題となった。 
4 船舶の安全・海洋環境保全に関する関連条約：SOLAS 条約（海上人命安全条約）；MARPOL 条約（海

洋汚染防止条約）；STCW 条約（船員の訓練及び資格証明書ならびに当直の基準に関する条約）；ＬＬ

条約（満載喫水線条約）；COLREG 条約（海上衝突予防条約） 
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the Council and the EUropean Parliament Brussels, 6.4.2001” ）によると、次のよ

うな傾向が示唆されている。全世界の職員(オフィサー)の需給逼迫は、2000年には16,000

人の不足（職員全体の 4%）であったが、2010 年には 46,000 人（12%）に及ぶと予想され

る。他方、部員（クルー）については 2000 年時点、さらに 2010 年の予測でも大幅な供

給超過(25 万人)の状況にあると見込まれている。（表４-１） 

トルコ船員の需要については、BIMCO/ISF 2004 Manpower update: The Baltic and 

International Maritime Council”.という報告書を入手して分析することが有益である。 

 

表 4-1 世界における船員の需給バランス 

年 2000 % 2010 % 
職員 Officers - 16,000 -4% - 46,000 - 12% 
部員 Ratings +224,000 +27% +255,000 + 30% 

 

EU の船員は年々減少しているが、他方、EU 以外の国の船員は増加している。従って、

EU は今後 EU 以外の船員に依存する度合いが高まると思われる。（表４-２） 

表 4-2 EU 商船に雇用される EU 及び Non EU 船員の状況（人） 

年 職員 Officers 部員 Ratings 合計 
 EU non-EU EU non-EU EU non-EU 

1985 85,140 1,144 120,496 27,781 205,637 28,926 
1990     158,457 27,579 
1995 52,255 2,551 76,473 30,480 128,728 33,031 

1998-99     120,541 34,534 
 

以上の現状を踏まえ、本調査団は、トルコ側が同国の海運セクター戦略や船員創出戦

略と整合する方向で海事教育訓練(MET)戦略について調査検討するよう提案した。 

 

（６） トルコの海事教育訓練機関における ITUMF の指導的地位－上位目標に関し－ 

ITUMF はトルコにおける最高の海事教育大学であり、国際及び国内の船員市場に最高の船

員を供給している。トルコには、ITUMF(イスタンブールのツズラ)とともに地中海のイズミ

ール、黒海のトラブゾンニ３つの海事大学がある。また（トルコ船主協会の設立になる）

TUDEF のような民間海事大学や、部員を教育訓練する海事学校もある。 

トルコ海事庁によると、ITUMF にはトルコ国内の他の海事大学の教育訓練の向上を期待し

ている由である。その意を受けて ITUMF に MET 教官訓練コースを設置するよう提言した。 

ITUMF が他の海事大学の向上に寄与するための政策を検討するために、他の大学の教育の

質やどのような技術的支援をするべきか需要を調べた上で ITUMF の MET 方針を検討するこ

とが有益であると思われる。 

 

4-2 プロジェクト終了時評価の結果（PDM 評価：評価５項目の分析） 

（１） 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。トルコの海上輸送は近年急速に発展している。過去 10

年の間に海上輸送による輸出入量は二倍に急増しており、そのため外航船舶と船員の需要

も増大している。このような状況の下で、識者の意見によれば同国の海事セクターでは相

当数の有資格士官が必要とされるに至っている。 

１） トルコ船籍外航船隊の開発ニーズと国際水域における安全運航のための必要条件 

トルコの海上輸送は近年に急速に発展している。過去 10 年で、海上輸送による輸出入
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量は1994年の7400万トンから2003年の1億4000万トンまで二倍に急増した（表４-３）。

海上輸送へのこのような需要増はトルコ船隊の増加を加速してきたと考えられるが、ト

ルコ船籍船の隻数またはトン数の増加として反映されていない（表４-４）。これはトル

コ船会社が所有する外国登録船（便宜置籍船）の増加によって説明することができる。

この状況は統計では直接確認することができないが、海事セクターの有識者の意見によ

れば明らかな現象と言われる。例えば、2003 年の船籍別輸送量（表４-５）を見ると、ト

ルコとの交易はさほど多くはない筈と一般には見るべきマルタ、パナマ、リベリア等が

上位に入っている。これらの国は便宜的な置籍を受入れる国として知られる。トルコ船

隊ひいては船員の需要増加を十分に把握するには、このような便宜置籍船の動向を知る

ことが必要と考える。 

以上の現況下で、トルコ船隊及び船員は種々の海事関連条約に適合する必要に直面す

るに至っている。STCW 条約との適合を継続させるために、海事教育訓練（MET）のための

新法規が 2002 年に制定施行された。1998 年の設計段階以降一貫して、本プロジェクトは

ITUMF における MET システムの強化を目的としていることから、政府の関連政策に対し明

確な関連性を持っている。 

表 4-3 トルコ商船の船腹量（千トン） 
SHIP TYPES 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003

DRY CARGO 1468.8 1456.6 1467.4 1421.9 1416.9 1439.5 1432.0 1368.1 1275.9 1235.6
BULK 4273.7 5759.9 6441.3 6853.8 6256.3 6217.3 5388.1 5492.4 4944.9 4400.8
OBO 916.9 1040.9 916.9 814.1 659.1 839.4 591.2 103.3 77.7 154.4
OIL TANKER 1667.5 1697.2 1609 945 803.1 1090.6 1247 1439.8 1351.6 865.1
CHEMICAL TANKER 78.2 91.5 136.3 144.7 160.9 196.7 233.9 218.3 268 257.2
LPG TANKER 13.4 20.1 18.9 18.9 18.9 18.9  26.9 24.9 24.9 24.9
ASPHALT TANKER 7.7 7.8 7.8 7.8 7.8 6.6 5.3 5.3 5.3 3.5
WATER SHIP 5.9 6 6 6.1 6.1 6.1  4.9 4.9 5.8 6.3
RO / RO 78.6 128.4 143 160.3 166.3 184.8 213.7 221.7 217.2 204.4
CONTAINER 4.8 13.8 48.2 92.9 166 222.8 250.5 332.3 400.1 386.5
FERRY BOAT 9.6 8 11.3 11.5 11.7 11.9 6.6 6.6 10.9 5.2
TRAIN FERRY 6.8 7.3 7.3 7.3 7.3 7.3  7.3 7.3 7.3 7.3
REFRIGERATED 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2  2.2 0 0 0
FISHING BOATS 4.2 5 5.8 5.8 5.8 5.8  5.9 6.2 5.4 5.6
PASSENGER CARGO 5.1 12.6 14.4 14.4 14.9 14.9  14.9 14.9 12.7 12.4
RESEARCH SHIP 0.0 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
PASSENGER 7.6 9.3 9.4 9.5 9.3 9.2 9.2 11.5 11.4 11.4
CAR FERRIES 0.0 18.4 27.0 25.8 25.8 25.8 26.9 27.1 23.1 23.1
TUG/ SERVICE SHIP 4.2 26.9 21.1 21.1 21.1 22.0 22.2 22. 2 20.8 20.7
OTHER - - - - - - - 2.0 2.0
TOTAL 8545.4 10310.6 10893.6 10563.4 9760.4 10322.3 9489.3 9307.1 8665.6 7626.8  
 

表 4-4 国内外の船によるトルコ海上貿易の輸送量（トン） 

YEARS IMPORT % EXPORT % IMPORT % EXPORT %
1994 26,485,179 50.3 10,501,462 47.5 26,145,609 49.7 11,611,365 52.5
1995 27,119,128 42.5 7,958,035 39.4 36,807,426 57.5 12,216,527 60.6
1996 28,615,896 39.3 7,443,071 39.4 44,218,178 60.7 11,404,167 60.5
1997 24,732,557 32.8 8,103,344 21.9 50,631,179 67.2 28,906,351 78.1
1998 26,674,042 33.6 7,182,819 29.0 52,628,917 66.4 17,590,455 71.0
1999 24,290,639 31.2 7,501,788 22.8 53,687,514 68.8 25,421,479 77.2
2000 27,565,778 32.1 8,517,593 26.4 58,391,177 67.9 23,774,508 73.6
2001 25,174,302 34.6 10,022,452 24.7 47,606,300 65.4 30,611,304 75.3
2002 31,096,923 36.1 10,081,667 25.8 55,082,917 63.9 28,983,345 74.2
2003 29,946,962 30.3 9,798,081 23.6 68,726,675 69.6 31,678,720 76.4

TURKISH FLAG FOREIGN FLAG

 
 



- 20 - 

表 4-5 2003 年船籍別輸送量（トン）

FLAG AMOUNT FLAG AMOUNT
1 TURKISH 9,798,081 TURKISH 29,946,962
2 MALTA 3,243,829 MALTA 11,308,035
3 PANAMA 2,838,419 PANAMA 9,124,536
4 ANTIGUA AND BARBUDA 1,268,748 NORWAY 8,598,238
5 LIBERYA 1,081,667 RF 3,519,939
6 ST. VINCENT 966,729 GREECE 3,437,771
7 GREECE 757,495 LIBERYA 3,394,137
8 BAHAMAS 726,271 CAMBODIA 3,234,989
9 ITALY 654,843 UKRAINE 2,746,342

10 NETHERLAND 577,702 BAHAMAS 1,954,959
11 SYRIA 494,122 HONG KONG 194,454
12 HONG KONG 485,091 ANTIGUA AND BARBUDA 1,581,764
13 UKRAINE 481,501 ITALY 1,165,929
14 GEORGIA 441,002 BULGARIA 1,101,435
15 CAMBODIA 365,105 GEORGIA 1,090,494

輸出 輸入

 
出典： "Maritime Sector Report", Chamber of Shipping, 2004（表４-３～４-５） 

 
２） ITUMF/CTC（MSTC）の組織能力を改善する必要性 

1998 年の事前調査を除くと、本プロジェクトに関する他の先行調査結果では、ITUMF

の海事教育体制を強化向上する必要性が明確な形で説明されていない。実際のところ、

ITUMF とその MET システムのどこに対して本プロジェクトがワークすべきであったのか、

先行調査の報告書によっては問題の所在を体系化することが困難であった。問題特定が

不明確であったことは PDM のログフレームにおいても示されている。海事学部の関連教

科が STCW 条約に適合するに至ることが主要成果の 1つに挙げられているが、プロジェク

ト開始前の 1999 年までには、既に ITUMF では STCW 条約に適合すべくカリキュラムと講

義概要の全面改訂作業が完了しており、達成すべき成果の内容を見出すことが難しい。 

また先行調査では、プロジェクトの投入に含むに際し、操船シミュレータと機関室シ

ミュレータに十分な妥当性が与えられていない。すなわち、これらシミュレータ装置が

利用できないことでどのような問題が当時の ITUMF に発生していたのか具体的に検証さ

れていない。ただ、結果論となるが、本プロジェクトを実施する経過の中で、シミュレ

ータはITUMFの METに対して妥当化が可能な程に効果的であったことが示されつつある。

学部教育においてはさほどの効果は具現化していないが、特に CTC(MSTC)のコース訓練に

おいて SHS が短期間で挙げ得た実績が導入効果の大きさを示している。現段階に至って

言えることであるが、「3-4(2)3) 論理再構築のために」で触れたような事情により海事

セクターの進展に合わせてコース訓練を拡張する上で、当時の MSTC には技術及び運営面

で何らかの解決困難な障害が存在していたと考えられる。 

ITUMF の海事教育訓練には他にも現実的問題があり、これらの内、対応可能なものに対

しては、派遣長期専門家によって解決すべき問題として特定され改善の努力が払われた。

一例として、機関学科演習室の教育機器の整備が挙げられる。この整備改善によって、

STCW 条約コードの実習面に係る適合達成をほぼ導くことができた。即ち、STCW 条約に船

員の知識要件として規定されている、IMO 発行の「1985 年の国際船員教育訓練手引書(The 

Document for Guidance)」では教育訓練機関への訓練基準を勧告として示しており、こ

の中で「機関部職員は推進機関、補機及び関連する付属装置の準備、操作及び保守に関

する実際的な知識を有しているべきであり、訓練施設として組み立て式模型、視聴覚訓

練教材、本物の装置及びその他の訓練装置を含めるべきである。」と記述している。 
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これによれば機関部職員の教育訓練のために教育訓練機関は略下記の機材を備えるこ

とが推奨されている。 

・ ボイラー及び圧力容器（構造理解、装備、蒸気配管、操作等が可能） 

・ ポンプ装置及び配管設備（消化、ビルジ、船外排出、ボイラー給水、バラスト、

液体貨物用ポンプ、燃料油及び潤滑油、圧縮空気、配管設備、蒸発器） 

・ 自動及び遠隔制御装置（操作、電気装置、電子装置、水圧装置、圧縮空気装置） 

・ 電気装置及び設備（発電器、電池、配電、電気装置等） 

・ 工具の使用（手動後部、携帯し駆動力工具、工作室用動力工具、酸素アセチレン、

電気溶接機等） 

ITUMF 機関科では上記派遣長期専門家により、上記のうちボイラー、ポンプ及び配管装

置の一部 ERS によるものの、実機教育訓練機材を整備し独立したラボとして教育を実施

しているものである。長期派遣専門家によるこれらのラボは下記のとおり。 

・ ディーゼルエンジンラボ（中古贈与機材を利用） 

・ シーケンシャル制御ラボ（電気装置回路） 

・ 空気圧、油圧制御ラボ 

・ 自動動制御ラボ（温度、圧力、液位、流量制御） 

・ 工具ラボ（ポンプ軸心調整等） 

 

３） 高等海事教育機関としてのトルコ海運産業に対する ITUMF の役割と寄与 

トルコ海事教育訓練の歴史において、ITUMF とその前身は長期の間、有資格士官を輩出

する位置にあった。ITUMF は同国で最適な海事教育を学生に提供できると言われている。 

 

４） トルコ船会社に対する ITUMF 卒業生の雇用機会 

ITUMF の卒業生は海事職を目指す限り全員が士官の就職先を得ることが可能である。同

国の海事教育機関の中にあって、国内船会社が求人する際に常に ITUMF が最初の選択対

象となる。ITUMF で採用者が得られない場合は、次の海事教育機関に求人申込みが行われ

るとのことである。なお本調査では国際船員市場で得られる就職機会について情報は得

られなかった。事前調査（1998 年）によれば、1994 年～97 年の間の卒業生 100 名前後に

対しほぼ一割前後が外国船会社の海事職に就職している。この間には増減の傾向は見ら

れない。 

 

（２） 有効性 

本プロジェクトの有効性は一応高いと言える。プロジェクト目標の一部について、達成

すべきレベルが具体性に乏しいところがあったものの、計画が目指す全体的な方向性は明

確に示されている。本プロジェクトは人的資源と教育施設の分野において ITUMF 及び CTC

（MSTC）の組織能力の向上を目的とするものであった。プロジェクト成果を産出するプロ

セスを通して、カウンターパートの訓練機器操作ならびに演習科目の設計・指導に係る能

力は相当な程度にまで向上することができた。 

１） プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標は一応達成された。本プロジェクトの目標には構成要素が二つあり、

そのため異なった視点から達成度を評価する必要がある。①STCW 条約に準拠した海事教

育訓練の全面的かつ実体的な構築、②国際標準の海事教育訓練の導入の二点である。大

学レベルの海事教育には準拠可能な「標準」が設けられていないと考えられるが、その

ような状況にあって、目標②の達成を評価することは難しいと言わなければならない。 
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航海・機関学科ともリハビリすべき演習室が幾分か残されたものの、目標①の部分の

達成程度は高い。目標②の部分の達成程度は評価できない。これは達成すべき水準を特

定した設計内容となっていないためである。調査期間中に国際標準について様々なプロ

ジェクト関係者の意見を聞いたが、統一された見解を形成することは不可能であった。

これは海事教育プロジェクトに共通して見られる目標体系の欠陥である。 

 

２） プロジェクト目標に対し成果が果たした事実上の寄与 

本プロジェクトの目標は人的資源、教育設備及び教育システムの面で ITUMF/CTC の組

織能力を向上改善することに向けられている。航海学科、機関学科及び CTC（MSTC）の強

化と直接関係するプロジェクト成果を産出する過程を通して、ITUMF の海事教育システム、

特に学部やセンターの教育機器の運用及び演習科目の設計や実施のための組織能力が相

当に改善された。 

また、研究活動における成果産出を通じて、活動に関与した教官は海事安全分野の研

究能力を開発する上で様々な機会に触れることができた。 

 

（３） 効率性 

本プロジェクトの効率性はそこそこの水準にある。投入のほとんどは予定どおり実施さ

れ、投入リソースには品質上の欠陥も概ねのところ無かった。プロジェクト資源の相当な

部分が操船シミュレータと機関室シミュレータに充当された。これらの機器の導入に際し

必要となった経費と比較すると、CTC（MSTC）及びシミュレータセンターにおけるコース訓

練からの収入はなお低い水準にある。しかしながら、2003 年半ばに全面運用が可能となっ

てその後の経過期間が短いにもかかわらず、操船シミュレータ支援コースの参加者への寄

与は目に見えて高いものとなっている点は注目すべきと考える。経過期間が短いことから

シミュレータから得られる便益の広がりや程度を正確に評価するためには、なお時間が必

要である。 

１） 投入の達成度 

日本側の投入は時機を得て行われた。供与機材の内、機関室シミュレータ、シーケン

ス回路実習装置、ニューマティック・システム・シミュレーション装置等、機関科に投

入された機材は全般にかなり高いレベルで有効利用されている。 

しかしながら、長期的視点から、オイルメジャーを中心に訓練受講を強制化されてい

る機関室リソースマネジメント訓練（ERM：Engine Room Resource Management）や、船

橋リソースマネジメント訓練と ERM 訓練を合わせた船全体としての訓練（VRM：Vessel 

Resource Management）に対応するために、ERS の一部であるミミックパネルの機能向上

を実施する必要があると思われる。 

操船シミュレータ（SHS）に関しては、シミュレータセンターの建築が大幅に遅延した

ため、SHS がトルコに到着後 1年を経て据え付けられることとなった。プロジェクト活動

に対するトルコ側カウンターパートの関与は期待に反して少ないところがあった。 

 

２） 成果の達成度 

学部レベルにおけるプロジェクト成果の達成程度は一応高い。海事安全研究分野の成

果達成の程度は高いと評価できる。機関室シミュレータの分野を除くと、CTC（MSTC）の

コース訓練に係る成果は高いと言える。 
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３） 成果達成の程度はリソース投入の水準を妥当化できるか 

投入はほぼ計画どおりに行われた。投入内容に機関室シミュレータの機能不備など品

質上の欠陥が認められるものも一部あったが、これらはプロジェクト進捗の上で致命的

な影響を与えていない。投入は全て、それぞれの成果を達成する上で、プロジェクト活

動に必要な資源を与えることを可能とした。一方、成果の達成程度は高いあるいは一応

高いと評価されるので、投入は効率的に成果に転化されたと判断できる。 

 

４） 投入は全てプロジェクト目標に寄与することができたか 

程度は幾分か異なるが、投入は全てプロジェクト目標を達成する上で寄与していると

見られる。プロジェクト目標達成に対して、無駄または無関係な投入があったとは言え

ない。また、成果産出の過程と同様に、投入された資源を活用する過程においても、ト

ルコ側カウンターパートが自らの能力開発を行う上で一定の機会を得ることができた。 

なお、操船シミュレータの追加機能である雨域表示、衝突映像、X-Band 操作、オート

パイロット等が有効に活用されるに至っていない状況が現在あり、無駄な追加であった

とする意見が強い。また、これらの機能は SHS 本来の目的とは無関係とする本邦海事教

育者の意見も見られる。この点においてサー学部長を中心とする実施機関の意見と本邦

関係者の意見が真っ向から対立している。その背景には、欧米諸国とわが国の間にはシ

ミュレータ支援教育に対する考え方に基本的な違いが存在するようである。シミュレー

タ支援教育は欧米が先行する分野であるが、操船シミュレータの場合はどうか。操船シ

ミュレータを full-mission, multi-task, limited task, special task に分類する提案

（米国、1996 年）が既に出ているが、これに対してわが国の海事教育者はどのような考

えを持っているか。意見対立の由来を正しく理解するには、このような疑問を解明する

必要があるように思われる。そのようなことから、「無駄または無関係であった」と否定

的に評価するのは現段階では慎重でありたいと考える。 

 

（４） インパクト 

本プロジェクトのインパクトはそこそこの水準にある。種々の側面においてインパクト

が生じる上でプロジェクトはまだ十分な時間を経過していない段階にある。なお、上位目

標の達成可能性については、外部条件が達成へのプロセスに多数影響するので、評価が困

難な状況にある。 

１） 上位目標の達成 

a) 上位目標を達成する上で本プロジェクトが占める戦略的位置 

トルコ国籍の船員によって起こされた海難事故、特に士官と部員（士官資格の

無い船員）のいずれによって海難事故が起こされたか、その詳細を知るための統

計資料は今のところ所在自体が判明していない。 

一方、PSC によって報告されるトルコ船籍船の欠陥のほとんどは、STCW 条約適

合に係る士官の資格証明書以外の事情に起因すると考えられる。PSC で明らかにさ

れるトルコ船の欠陥を効果的に減らすためには、船会社の責任を明確にし、海上

安全規則や関連する海事法規の遵守を強化する必要がある。 

トルコ海事教育訓練の歴史において、ITUMF とその前身組織は長期の間有資格士

官を輩出する位置にあった。（達成のための数あるアプローチの中で）少なくとも

有資格士官を送り出すアプローチに関する限りは、ITUMF は一部ながらでも上位目
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標達成に寄与することはできると言える。 

b) 上位目標達成の上で必要な他の条件 

士官と部員に対する STCW 条約の要求能力を満たすことに加えて、上位目標を達

成するためには、トルコ船籍船隊が SOLAS、MARPOL、Load Lines 及びその他関連

の海事関係国際条約及び ILO 条約に適合する必要がある。したがって、上位目標

の達成は専ら船主や経営者がどの程度以上の条約や関連の国内法規を遵守するか

に依存する。 

 

２） インパクトの派生 

SHSを利用することで2003/04年に実施されたVTSオペレータ訓練は元々計画外のこと

で、正のインパクトの一つであったと言える。SHS が運用されてからわずか 1 年でこのよ

うな訓練が開催されたことにも注目したい。トルコでは他にフルミッションの操船シミ

ュレータを運用する海事教育機関が存在しない。これが ITUMF/CTC（MSTC）に、単に MET

のニーズ満たすだけではなく、同国の海運セクターにおける他の需要を満たし得るよう

な優位性を与えている。他の類似例として、水先人のための操船訓練コースが挙げられ

る。このコースは 2003 年に実施された。以上の 2つの事例は、本プロジェクトによる技

術的インパクトの現われと考えられる。ITUMF の意見によれば、さらに種々の側面でイン

パクトが生じていると言われる。 

 

（５） 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性を左右する条件として 2 つの要因があるが、その動向は確

定していない。現行の SHS を用いたコース訓練を維持するには、専門家がいなくても本コ

ースを運用できる有能なインストラクターとオペレータを育成するために、トルコ側カウ

ンターパートに十分な時間を与え、必要な指導を受け得る措置を取ることが ITUMF に求め

られる。コース訓練管理に専任できるシニア・インストラクターを配置する必要もある。 

また、学部予算が制限されていることから、重大故障に備えてシミュレータ修繕のため

の財源を予め確保して置くことが求められる。計画終了時期まで後 5 ヶ月しか残されてい

ない現段階にあって、以上二件を解決できる見通しが仮に無いとすれば、本プロジェクト

の持続可能性は見込み得ない。このような状況に対処するため、2004 年 11 月 3 日の合同調

整委員会で、海事庁から SHS 専任要員を ITUMF に派遣するとの提案がなされた。この案が

実現すれば、専任担当者不在に係る問題の暫時的解消が図れると考えられる。 

＊ その後、11 月 30 日に海事庁は、ITUMF に SHS 訓練のために、新たに 4 名の人材配置を約束し、2005 年 1

月末から配置され、航海科専門家及び訓練計画専門家のもと技術移転を実施中。（2005 年 3 月中旬時点） 

１） 組織面 

a) STCW 条約に適合する教官 (研究助手、講演者) の確保 

数学や造船学等海事技術と直接関係のない分野の教官を除くと、今回ヒアリン

グを行った研究助手は全員が半年から 7年の海上履歴を持つ有資格士官であった。

これは、STCW 条約 A-I/6 より具体的な要件を船員養成機関に要求する通達

"Directives for Training and Assessment"に示されるように、同国の海事教育

訓練に係る規制が強化されている状況を反映するものと考えられる。海上履歴を

持つ教官の確保は今や一個の教育機関の方針または優先度の課題ではなく法規遵

守に係る課題となっている。 
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b) 教官 (教授、研究助手、講師) の要員としての安定性 

プロジェクトとの関与が深かった約 22 名のカウンターパートの内、助教授 1 名

と上級講師 3 名がプロジェクト半ばにして離職し政府機関あるいは海運商工会議

所に異動した。以上の事例だけでは ITUMF における教官人事の安定性を云々する

ことはできないが、外航船で勤務するよりは格段に給与水準が低い同学部の教官

のために何らかの奨励策が必要とされているように考えられる。 

c) 教官の能力評価システム 

2004 年早々に ITUMF が作成した"Quality Standard Manual"には、助手、講師、

助教授及びその他教官の資格評価と任用手続きが規定されているが、現在のとこ

ろ海事教育訓練に任ずるための能力評価に特化した評価制度は存在しない。 

d) CTC (MSTC) における SHS 支援コース訓練の実施・開発に係る組織能力 

今までのところ、主たる SHS 支援訓練として、BTM/BRM 訓練、水先人操船訓練及

び VTS オペレータ訓練の三種が実施されている。随時起こるシステムのトラブル

発見と対応及びコース訓練を実施する上で必要となる管理業務は、現在に至るま

で訓練管理を担当する長期専門家に依存するところが大きかったようである。 

この依存状況は、SHS 担当のカウンターパートが講義や他の業務に従事している

時はコース運営に従事するために十分な時間が取れなかったことに多くが起因し

ている。従って、プロジェクト終了以降に向けて、少なくともコース訓練が開催

されている間は、フルタイムでコース管理に従事できる"supervisor"に有能な教

官の一人を任用することが必要と考える。 

 

２） 財務面 

a) ITUMF における海事教育及び研究活動のための予算措置 

学部予算の内人件費が 70%に達するという事実（表４-６）に示されるように、

ITUMF の海事教育訓練は専ら最小限必要な活動に限定されている。外部の財源が利

用可能でない限り、新たな活動プログラムを開始したり、必要な教育機材を購入

したりすることは不可能な状況にある。 

表 4-6 ITU 海事学部予算内訳（百万 TL） 
年次 2000 2001 2002 2003 2004 

人件費 441,830 572,500 994,000 1,366,000 1,657,000

旅費 5,000 7,880 12,000 15,100 17,100

役務費 27,000 34,180 57,000 70,400 218,900

燃油・消耗品費 147,500 187,840 255,800 286,300 370,100

什器備品費 500 591 600 700 -

修繕費 - 22,500 - - -

練習船 Akdeniz 

役務費 

燃油・消耗品費 

 

35,000 

65,000 

44,000

74,850

81,000

140,000

 

114,000 

170,000 

-

-

合計（百万 TL） 721,830 944,340 1,540,400 2,022,500 2,263,100

為替レート(TL/US$) 0.543 0.670 1.447 1.656 1.400

合計（百万 US$） 1.328 1.409 1.065 1.221 1.616

  
備考：2004 年から練習船 Akdeniz の予算は一般管理費の役務費燃油・消耗品費に合算されている。 

 
CTC（MSTC）の収支計画について調査を行った結果判明したところでは、現在の

ところ CTC（MSTC）コース訓練運営に係る統合計画は存在しない。したがって収支
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計画もない。ただし、コース受講料は毎年レビューされ改訂されている。コース

毎の損益分岐点は概ね申請者の数に左右されるようで、開催に要する費用と申請

者数の見込みが計算され、その上でコース開催の決定が行われている。 

b) SHS 及び ERS の維持保守に必要な予算をどのように確保するか 

CTC（MSTC）コースの収益はいったん ITU の基金に納入され他の学部との共有財

源となる。コース収入の税引き前金額の 12.5%が機材費として海事学部に還元され

る。これが CTC（MSTC）やシミュレータセンターの消耗品費や備品費の主たる財源

となっている模様である。CTC（MSTC）に入るそのような収益は、年末までに全額

支出されるとのことで、繰越金が翌年の予算に充当されることはない。したがっ

て、シミュレータ装置の重大故障に備えるための財源は今のところ存在しないと

考えられる。 

なお、CTC（MSTC）のコース収入の推計を試みた結果（付属資料９.参照）から、

コース訓練による収入は（4 年平均として）年間 30 万 US$程度と見られる。その

内機材費として、12.5%が還付されるので、年 38,000US$が支出可能と推計できる。

毎年2万US$程度をSHSの保守費に充当できれば問題ないとする考えが専門家から

出されている。ITUMF がそのように決めれば、還付される金額から何とか必要な財

源を確保できるように見える。ただし CTC（MSTC）ではコース開催用に消耗品など

出費しており、そちらへの配分も必要である。支出内訳が判明しなかったので、

還付金が十分か否か不明である。 

c) 政府予算以外で海事学部が使える財源 

時に応じて ITUMF はトルコの海事関連 NGO（海事学部同窓会等の 5組織）あるい

は海運業界等から寄贈を受け取ることがある。また、特に研究助手の低給料を補

填するため、研究助手がコース訓練で講義あるいは演習に従事する時は、担当コ

ース収入の税引き前金額の 42.5%が講師報酬として配分支給されている。 

 

３） 技術面 

a) コンピュータ技師の配属 

カウンターパートに配属されているコンピュータ技師は LAN の保守管理など

様々な業務を担当しており、多忙のため SHS 維持保守に従事することができない

ことが多々あったと言われる。システム装置のトラブル発見や対応に係る技術指

導を完了させるには、コンピュータ技師の勤務時間を SHS 保守により多く配分す

ることが望ましい。 

b) 所要能力の開発状況 

2003 年 4 月頃に SHS が全面運用を開始して以来、約 8 名のカウンターパートが

SHS支援訓練ならびにSHSシステムの操作について技術指導を随時受けてきた。 し

かしながら担当専門家が行った能力アセスメントによると、そのほとんどは、訓

練目的に沿ったシナリオ作成あるいはシステム運用に際しトラブル箇所発見と対

応ができるまでには、なお指導が必要な状況にある。また何人かは、システム運

用の前後に行うブリーフィングとデブリーフィングの実施手順について指導を受

ける必要がある。プロジェクトの残余期間中に一連の強化指導が必要とされる状

況と考える。 

プロジェクト終了後には、トレーナー訓練を実施できるシニア・インストラク

ターをセンターのいずれかに配置する必要もある。残余期間中にこれら要員の指
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導を実施できるか否かは、関連するプロジェクト活動にカウンターパートを配置

するための ITUMF の努力にかかっている。 

学部教育における SHS の使用についても同様な問題が存在しているが、上記の

課題をクリアすることによって対応可能である。 

 

（６） 結論 

１） 総合判定 

プロジェクト目標の達成度は一応高いと評価された。人的資源、履修体制、教材を改

善することによって、本計画は ITUMF の海事教育訓練体制を相当に強化することができ

た。本計画から得た便益を持続しさらに発展させる上で、残された計画実施期間中に、

カウンターパートが操船シミュレータの技術訓練を受けられるよう対処すべきである。

またシミュレータ装置の修繕に備えて一定の財源を確保するために何らかの措置が求め

られる。 

 

２） 阻害・貢献要因 

a) 阻害要因 

プロジェクト目標の達成度に係る評価は歯切れの良いものではない。これは目

標の記述に「国際標準」と言う具体的な評価を困難にする基準が含まれていたた

めである。関係識者の意見からは国際標準の共通見解を取りまとめることができ

なかった。プロジェクト設計から 5 年を経た現在においても確たる見解が得られ

ないような基準を達成目標に含めることは疑問視せざるを得ない。そのような「標

準」を目標として表現せざるを得なかった事情として、STCW 条約のコードを越え

る教育訓練水準をプロジェクトの基本コンセプトに導入する必要がとにかくあっ

たとする意見がある。であれば、前述のような国際標準に係る見解を取捨選択し、

暫定案であってもプロジェクトとしての具体指標を得るべきであった。 

また、STCW 条約に準拠しているか否かは、単にホワイトリストに載っただけで

は検証できないことをここで確認すべきであろう。同条約のコードが求めるとこ

ろをシステムとして考えるべきだとの意見がある。カリキュラムやシラバスで窺

える講義演習の内容に加えて、教育機器の整備水準、教官の能力資質等の条件が

揃って始めて要件に沿った教育訓練が可能となる。プロジェクト設計に際して、

そのようなシステム要素を隈なく検証する視野は一部存在していたように見受け

られるが、検証の結果は PDM に十分反映されなかったように思える。そのために

結果として演習室整備に係る活動がプロジェクト後半期に持越され、演習に供さ

れる時機に遅延が生じる等の弊害を招いたと考える。 

学部レベルの成果産出は、PDM 指標から離れて総合的に現況を見ると、必ずしも

高いとは言えない。これは、操船シミュレータを用いた教科が航海学科の新旧カ

リキュラムに編成されてはいるものの、一回当りに受講する学生数が多すぎて訓

練効率の悪いものとなっていることによる。航海学科には学年によっては 120 人

程度の学生が在籍する。2クラスに分かれて週 4 時間の演習を受講する時に船橋当

直と見学者にグループ分けされるが、その際にさらに別室での自習組が 20 人程度

（クラスの 1/3 程度）発生するとのことである。現行のカリキュラムでは同じ演

習を週 2 回繰返している。受講者数を適切なレベル（5､6 人程度）にするには、20
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回の繰返しが必要となる。これは週 7 日一日 3 交代でようやく消化できる作業量

で、そのような演習工程には現在の ITUMF の教官体制では対処できない。本邦の

ある海事大学では一学年 60 名に対し同様な SHS 演習を 10 回繰返すことで対処し

ているが、それでも試行段階にあると言われる。SHS 演習を学部の正規履修に含め

ることを求める設計は安易に過ぎたと考えざるを得ない。 

b) 貢献要因 

中間評価調査による PDM の見直しには一部論議が伴う箇所があるが、航海・機

関学科の演習室設備を強化することを正規のプロジェクト活動に追加したのは大

変良いことであった。当初の設計に十分でなかったものを途中で手当てできた経

緯には長期専門家によるモニタリング機能が働いたことが大きく貢献した。 
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第５章 今後の対策 

 

今般の終了時評価では、人的資源開発、履修体制の見直し、教材の改善、機材供与の効

果によって、プロジェクトは ITUMF 及び MSTC の海事教育訓練体制を改善することができた

と、ある程度評価された。しかしながら、航海科における人材配置の遅れや供与機材維持

管理に必要な予算措置など、ITUMF の自立発展性を厳しくする状況が指摘され、終了時評価

調査団は、海事庁及び ITUMF 側に適切な人材の継続的配置要求や、供与機材維持管理のた

めの予算措置等 ITUMF の今後の自立発展性を確保するための提言を行った。（詳細は、第４

章を参照。） 

 

この章では、今後のITUMFとトルコ国の海事教育訓練の自立発展性確保のための対策と、

将来展望について記載する。 

 

5-1 短期・中期的対策 

JICA の提言に対して、海事庁及び ITUMF は、2004 年 11 月 30 日に、航海科への人員配置

を確約し、2005 年 1 月から人員配置を実施し、自立発展性のための体制を整え始めた。 

以上の先方の対応を受けて、今後、ITUMF とトルコ国の海事教育訓練の自立発展性を最大

限に確保するために、以下の対策を提言した。 

（１） 現行プロジェクトの終了について 

新規プロジェクトの上位目標については、あらたに需要を調べ上げて再設計をし、ト

ルコ船員市場やトルコ国の海事政策など、より ITUMF の活動に密接な目標を設定する。

その上で現行プロジェクトの機能の自立発展性も確保しながら進めることが望ましい考

え、現在のトルコ船舶の安全航行確保を上位目標とした現行プロジェクトは、2005 年 3

月に予定通り終了する。 

一方、ITUMF 及び CTC（MSTC）における航海、機関の教育訓練は中断することなく能力

育成を行う必要がある。ついては、全体としては計画を書き直して新たに臨む姿勢を示

すために、現行プロジェクトを終了させ、続く活動は個別投入の形をとる。 

 

 以下、個別投入について記載する。 

（２） 個別投入について 

2005 年 4 月以降の活動の目的は、トルコ国の海事教育訓練と ITUMF の自立発展性を確

保することとする。 

１） トルコ国海事政策及び船員市場調査にかかる海事調査運営監理専門家 

新規活動の上位目標の明確化のためには、トルコ船員の国際・国内市場における需

要（質と量）を明らかにする必要がある。そのためにはトルコ国海事政策への提言と

既出船員市場調査を目的とし、一定期間の海事調査運営監理専門家の派遣で対応する。 

２） 航海科 

本終了時評価調査において、自立発展性確保のための人員配置を要求していたが、

海事庁が4名の新規人員のITUMFへの配置について具体的アクションを起こしている。

航海科における SHS（Ship Handling Simulator）の技術移転は、ITUMF の自立発展性

に大きく影響することから、現行の SHS に見合った航海分野の教育訓練実施能力を確
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保するため、一定期間の航海科専門家派遣で対応する。 

３） 機関科 

機関科については、現行プロジェクトにおいて、基本的な技術移転は相当行われて

いるものの、今後の ERM（Engine Room Resource Management）等の海運業界の需要に

対応するための ERS（Engine Room Simulator）用ミミックパネルを追加投入し、それ

にかかる教育訓練実施能力の確保にかかる技術移転を実施する。本件については、一

定期間の機関科専門家派遣で対応する。 

＊ 機関科の現状報告及び今後の課題等については、付属資料４．の海事教育評価（機関）調査

報告書を参照。 

＊ 個別投入専門家については、2005 年 2月に正式要請書が先方政府より提出された。 

 

5-2 長期的対策 

（１） 海事教育訓練（MET）と海事研究の相乗効果 

海事教育訓練（MET）と海事研究の相乗効果には、まず、ITUMF と CTC（MSTC）が MET

の十分な実施能力を確立し、運営管理能力の基礎固めを行うことが第一優先である。第

二に、海事研究は MET の質を向上させる相乗効果を持つべきであり、また、MET は海事研

究の質を向上させる効果を備えるべきである。 

５-１で述べた短期・中期的対策は、主に ITUMF が MET の運営管理の基礎を固めること

と、将来のトルコ国の海事の方向性を定めるための対策であり、相応の時間を要すると

考えられる。したがって、トルコ側は、短期・中期の対策のスケジュールとともに、MET

運営管理及び海事研究の相乗効果のための段階的計画を策定する必要がある。 

＊ 海事教育（航海）と海事研究の現状報告及び今後の課題等については、付属資料５．の海事

教育評価（航海・研究）調査報告書を参照。 

 

（２） 海事コンサルタントとしての能力と ITUMF の展望について 

ITUMF は、海事研究能力とシミュレータ施設を活用した海事コンサルタント構想を持っ

ている。しかし、SHS 等を利用した海事コンサルタントには、船員訓練の実施後の結果分

析や、港湾計画への利用等、幅広い活用がある。それには、多くの乗船経験と確固たる

基礎知識に基づいた応用能力及び分析能力や、船員訓練分野だけでなく、船と港湾との

関係など、幅広い資質を備えた人材とそれを運用できるシステムが必要である。 

優秀な海事コンサルタントは、MET の基礎固めを十分に行い、長期的な MET 運営管理及

び海事研究の相乗効果が、将来的に実現できたしかるべき後に、目指すべきと考える。 
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